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新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症流流行行下下ににおおけけるる大大学学生生ののココミミュュニニケケーーシショョ

ンンのの変変化化；；自自由由記記述述調調査査とと変変化化にに対対すするる感感情情かかららのの理理解解のの試試みみ 
 

藤原 健志 1*  

 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行下において、多くの場面において対面コミ

ュニケーションは制限されている。本研究の目的は、このコミュニケーションの変化を若

者がどの程度経験しているのか、経験している場合には、これをどのように感じているの

かを探索的に明らかにすることであった。大学生 300 人を対象とした Web 調査を行い、コ

ミュニケーションの在り方の変化の有無、変化した場合にはその内容について自由回答を

求めるとともに、変化にまつわる諸感情の該当の有無を尋ねた。その結果、回答者の約半

数が、COVID-19 流行前後においてコミュニケーションの在り方に変化があったと回答し

た。変化の具体的内容については、記述された内容について、形態素分析を行った上で共

起ネットワーク分析にて、各語の関連を検討した。その結果、直接会う機会の減少とオン

ラインでの交流の増加、久しぶりの対面機会での緊張感や戸惑い、マスク着用による感情

読解の難しさを感じていることが明らかとなった。コミュニケーションの変化についての

受け止めでは、回答者自身に該当していると回答した形容詞はネガティブな内容がやや多

かったほか、特にコミュニケーションが「大きく変わった」と回答した者において、ネガ

ティブな形容詞への該当者の割合が大きかった。これら結果に対して、各種統計資料や社

会心理学領域の先行研究との関連から考察が行われた。 
 
キキーーワワーードド：： 新型コロナウイルス感染症、コミュニケーション、共起ネットワーク分析、

大学生、感情 
 

問問題題とと目目的的  

日本国内において新型コロナウイルス（以下、

COVID-19 と表記する）に関連した肺炎患者が

最初に確認されたのは令和 2 年(2020 年)1 月 16
日であった 1)。同 3 月 24 日には、大学の授業開

始に際し、遠隔授業の活用について通知が行わ

れた 2)。これを受けて、4 月 23 日時点では高等

専門学校を含む国公私立大学の 88.7%に当たる

713 校が授業の開始時期を延期するとともに、

調査に回答した大学等の 98.7%において、遠隔

授業を実施または検討中であると回答した 3)。

その後、同 6 月 1 日時点では、遠隔授業を実施

している大学等は 60.1%、面接授業と遠隔授業

を併用している大学等は 30.2%と、回答のあっ

た大学等のうち 9 割程度が遠隔授業を採用する

こととなった。感染拡大から 1 年半程度経過し

た令和 3(2021)年度後期では、ほとんど(97.6%)
の大学等が半分以上を対面授業と予定するなど、

多くの大学等において対面授業が再開されてい

る 4)。しかしながら、「全面対面」で授業すると

回答した大学は 36.2%に留まっており、一時期

よりは減少しているものの、非対面形式による

授業は現在も継続しているとみられ 4)、大学生

において、他者との対面による交流が著しく減

少したことが考えられる。 
こうした中、他者とのコミュニケーションの機

会やその内容の変化が、各種調査によって明らか

となっている。女子大学生を対象として 2020 年 8
月～9 月に行われた調査では、COVID-19 流行下

において、友人とのコミュニケーションが「減っ

た」と答えた学生は 77.0%にのぼった 5)。また、

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

* 責任著者 連絡先：tfujiwar@unii.ac.jp 

利益相反：なし  
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態尺度 10)の 40 項目を用い、該当の有無につい

て回答を求めた((1)で④を選んだ者には、普段

のコミュニケーションについて抱く気持ちを回

答させた)。 
分分析析方方法法  

コミュニケーションの変化については、その

割合を算出するとともに、変化があった者を対

象とした多面的感情状態尺度を用いて、その変

化の受け止め方について、その頻度と変化の度

合いとのクロス集計表を作成し、割合の偏りに

ついてχ2 検定を行い、有意な場合には自由度調

整済み残差を算出した。これらの分析には HAD 
ver.1711)を用いた。自由記述の内容については、

形態素分析を行ったうえで、各語の関連性につ

いて、共起ネットワーク分析を行った。これら

の分析には KH Coder12)を用いた。 
倫倫理理的的配配慮慮  

調査にあたって、Web ページの冒頭には、回

答されたデータは統計的に処理され、個人が特

定される方法で結果が公表されることがないこ

と、回答の中止や回答拒否に対する権利と、そ

れによる不利益を受けないことについて記載さ

れた。これら内容に対して同意する場合に、回

答を継続するように求めた。なお本研究は、上

記の内容について、新潟県立大学倫理委員会に

よる審査・承認を得て行われた（第 2105 号）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

結結  果果  

ココミミュュニニケケーーシショョンンのの変変化化ととそそのの受受けけ止止めめ  

300 名に対して、コミュニケーションの変化

について尋ねたところ、それぞれの人数と割は、

「大きく変わった」(42 名；14.0%)、「少し変わ

った」(106 名；35.3%)、「あまり変わらない」(114
名；38.0%)、「全く変わらない」(38 名；12.7%)
であった。  

上記で「全く変わらない」以外を選んだ回答

者について、その変化についてどのように感じ

ているか、感情語 40 種について、その該当の有

無を多重回答法で尋ねた(Table 1)。その結果、頻

度の高い順に、「慎重な」(46 名；17.6%)、「疲れ

た」と「のんびりした」(43 名；16.4%)、「不安

な」(41 名；15.6%)、「自信がない」と「退屈な」

(35 名；13.4%)、「ゆっくりした」(33 名；12.6%)、
「だるい」(31 名；11.8%)であった。 

また、コミュニケーションの在り方の変化と

各感情の該当の有無についてクロス集計表を作

成し、各セルの偏りの有無について、χ2 検定を

行った(有意な場合には自由度調整済み残差を

算出した)。その結果、「疲れた」(χ2(2)=10.45, 
p<0.01)と「動揺した」(χ2(2)=12.63, p<0.01)につ

いては、「大きく変わった」群において「疲れた

／動揺した」に該当する回答者が期待度数より

も有意に多く、「あまり変わらない」群において

「疲れた／動揺した」に該当する回答者が期待

度数よりも有意に少なかった。反対に、「ていね

いな」(χ2(2)=6.19, p<0.05)については、「大きく

変わった」群において非該当の回答者が期待度

数よりも有意に多く、「あまり変わらない」に該

当する回答者が期待度数よりも有意に多かった。

「悩んでいる」(χ2(2)=8.39, p<0.05)、「退屈な」

(χ2(2)=7.15, p<0.05)、「注意深い」(χ2(2)=6.18, 
p<0.05)については，「大きく変わった」群におい

て「悩んでいる／退屈した／注意深い」に該当

する回答者が期待度数よりも有意に多かった

（χ2 検定の結果が有意であったもののみ Table 
2 に示した）。 
変変化化にに対対すするる自自由由記記述述  

調査協力者のうち、コミュニケーションの変

化について、「全く変わらない」と回答した者を

除く 262 名の自由記述について、その内容を KH 

感情語 頻度 感情語 頻度

慎重な 46 悩んでいる 21
疲れた 43 好きな 19
のんびりした 43 のんきな 18
不安な 41 丁重な 18
自信がない 35 おっとりした 17
退屈な 35 思慮深い 17
ゆっくりした 33 元気いっぱいの 16
だるい 31 気がかりな 13
注意深い 28 恋しい 13
陽気な 27 活気のある 12
のどかな 25 動揺した 12
つまらない 24 すてきな 12
ていねいな 22 気力に満ちた 10
無気力な 21 はつらつとした 10
注) n=262
　　 多重回答法

　　 頻度10以上の語のみ掲出

Table 1
感情状態の選択頻度

 

日本赤十字社が 2021 年 12 月に実施した調査で

は、COVID-19 流行が大学生の成長や経験へ与え

る不安として、「新しい人間関係を構築すること

が難しいのではないか」(33.0%)、「恋愛ができな

いのではないか」(29.0%)、「対人コミュニケーシ

ョンスキルが身につかないのではないか」(27.0%)、
「周囲の人との付き合いがうまくできないので

はないか」(26.0%)といった、対人関係の構築や他

者とのコミュニケーションに対して不安を感じ

ている者の存在を指摘している 6)。 
また、文化庁が令和 3 年 3 月に調査を行った

「国語に関する世論調査」7)では、「マスクをつ

けると話し方や態度が変わることがあると思う

か」という問いに対し、62.4%の回答者が「変わ

ることがある」と回答し、変化について、「声の

大きさに気を付けるようになる」(74.1%)や「は

っきりとした発音で話すようになる」(57.5%)な
ど、対面コミュニケーションにおける変化が示

された。また、ビデオ通話やウェブ会議といっ

たオンラインツール上における留意点として、

「自分が話すタイミングに気を付けるようにし

ている」(58.4%)や「はっきりとした発音で話す

ようにしている」(53.6%)などを多く挙げている
7)。同様に、第一生命経済研究所の調査 8)では、

オンラインでのコミュニケーションの問題点に

ついて、回答者の約半数が話すタイミングの難

しさや相手の反応のわかりにくさを挙げていた。

このように、対面におけるマスク着用やオンラ

イン上の非対面コミュニケーションの増加に伴

って、従来のコミュニケーションから変化が起

こったり、新たに配慮すべき事柄が生じたりし

ていることがうかがえる。 
このように、現代青年がこうした社会情勢の

変化に対する不安を抱いたり、新たな配慮事項

を見出している一方、前向きな変化として受け

止めている青年の姿も明らかになっている。例

えば、先の女子大学生を対象とした調査では、

COVID-19 流行でよかったこととして、約 6 割

の学生が生活面での変化（例えば自由時間の増

加、生活習慣の見直し、通学時間の短縮等）を

挙げている 5)。また、大学生活協同組合連合会
9)が 2021 年 7 月に実施した調査では、オンライ

ン講義のメリットとして、通学の負担がなく自

由時間が増えること(62.1%)、自分の好きな時間

に(52.0%)、いつでもどこからでも(50.0%)、周り

の目を気にせず(48.8%)講義へ参加できること

を挙げている 9)。このように、COVID-19 流行に

おける変化はさまざまな感情状態をもたらし、

コミュニケーションの変化に対する認識もまた、

個人差が大きいものと考えられる。 
以上より本研究の目的は、こうした社会情勢

の変化に伴い必然的に生じるコミュニケーショ

ンの変化をどの程度の学生が経験しているのか、

またその変化をどのように受け止めているのか

について、量的・質的側面から明らかにするこ

とである。具体的には、コミュニケーションの

変化を感じているかどうかについて尋ねるとと

もに、その変化をどのように受け止めているか

を感情的側面から明らかにするとともに、変化

の大きさと感情状態の関連を検討する。さらに、

生じた変化について自由記述による回答を求め、

得られた語句の関連からその内容を整理するこ

とにより、定性・定量データの両側面からの検

討を試みる。 

方方  法法  

調調査査時時期期  

2021 年 10 月であった。 
調調査査対対象象者者  

全国の大学生 300 人（男性 148 人、女性 152
人、1 年生から 4 年生 75 人ずつ）を対象とした。

平均年齢は 20.52 歳であった。 
調調査査方方法法  

クロス・マーケティング社を通じて、以下の

内容から構成される Web 調査を実施した。 
調調査査内内容容  

以下の(1)から(3)の内容を、その順序で尋ねた。 
(1)コミュニケーションの変化：COVID-19 流行

前後において、コミュニケーションの在り方の

変化の有無について、①「大きく変わった」、②

「少し変わった」、③「あまり変わらない」、④

「全く変わらない」の 4 件法で尋ねた。 
(2)変化に関する自由記述：(1)で①と②を選択し

た 148 人(男性 64 人，女性 84 人、1 年生 33 人、

2 年生 42 人、3 年生 37 人、4 年生 36 人)に対し、

その変化について自由記述を求めた。 
(3)多面的感情状態尺度：300 人に対して、その

変化をどのように感じているか、多面的感情状
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態尺度 10)の 40 項目を用い、該当の有無につい

て回答を求めた((1)で④を選んだ者には、普段

のコミュニケーションについて抱く気持ちを回

答させた)。 
分分析析方方法法  

コミュニケーションの変化については、その

割合を算出するとともに、変化があった者を対

象とした多面的感情状態尺度を用いて、その変

化の受け止め方について、その頻度と変化の度

合いとのクロス集計表を作成し、割合の偏りに

ついてχ2 検定を行い、有意な場合には自由度調

整済み残差を算出した。これらの分析には HAD 
ver.1711)を用いた。自由記述の内容については、

形態素分析を行ったうえで、各語の関連性につ

いて、共起ネットワーク分析を行った。これら

の分析には KH Coder12)を用いた。 
倫倫理理的的配配慮慮  

調査にあたって、Web ページの冒頭には、回

答されたデータは統計的に処理され、個人が特

定される方法で結果が公表されることがないこ

と、回答の中止や回答拒否に対する権利と、そ

れによる不利益を受けないことについて記載さ

れた。これら内容に対して同意する場合に、回

答を継続するように求めた。なお本研究は、上

記の内容について、新潟県立大学倫理委員会に

よる審査・承認を得て行われた（第 2105 号）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

結結  果果  

ココミミュュニニケケーーシショョンンのの変変化化ととそそのの受受けけ止止めめ  

300 名に対して、コミュニケーションの変化

について尋ねたところ、それぞれの人数と割は、

「大きく変わった」(42 名；14.0%)、「少し変わ

った」(106 名；35.3%)、「あまり変わらない」(114
名；38.0%)、「全く変わらない」(38 名；12.7%)
であった。  

上記で「全く変わらない」以外を選んだ回答

者について、その変化についてどのように感じ

ているか、感情語 40 種について、その該当の有

無を多重回答法で尋ねた(Table 1)。その結果、頻

度の高い順に、「慎重な」(46 名；17.6%)、「疲れ

た」と「のんびりした」(43 名；16.4%)、「不安

な」(41 名；15.6%)、「自信がない」と「退屈な」

(35 名；13.4%)、「ゆっくりした」(33 名；12.6%)、
「だるい」(31 名；11.8%)であった。 

また、コミュニケーションの在り方の変化と

各感情の該当の有無についてクロス集計表を作

成し、各セルの偏りの有無について、χ2 検定を

行った(有意な場合には自由度調整済み残差を

算出した)。その結果、「疲れた」(χ2(2)=10.45, 
p<0.01)と「動揺した」(χ2(2)=12.63, p<0.01)につ

いては、「大きく変わった」群において「疲れた

／動揺した」に該当する回答者が期待度数より

も有意に多く、「あまり変わらない」群において

「疲れた／動揺した」に該当する回答者が期待

度数よりも有意に少なかった。反対に、「ていね

いな」(χ2(2)=6.19, p<0.05)については、「大きく

変わった」群において非該当の回答者が期待度

数よりも有意に多く、「あまり変わらない」に該

当する回答者が期待度数よりも有意に多かった。

「悩んでいる」(χ2(2)=8.39, p<0.05)、「退屈な」

(χ2(2)=7.15, p<0.05)、「注意深い」(χ2(2)=6.18, 
p<0.05)については，「大きく変わった」群におい

て「悩んでいる／退屈した／注意深い」に該当

する回答者が期待度数よりも有意に多かった

（χ2 検定の結果が有意であったもののみ Table 
2 に示した）。 
変変化化にに対対すするる自自由由記記述述  

調査協力者のうち、コミュニケーションの変

化について、「全く変わらない」と回答した者を

除く 262 名の自由記述について、その内容を KH 

感情語 頻度 感情語 頻度

慎重な 46 悩んでいる 21
疲れた 43 好きな 19
のんびりした 43 のんきな 18
不安な 41 丁重な 18
自信がない 35 おっとりした 17
退屈な 35 思慮深い 17
ゆっくりした 33 元気いっぱいの 16
だるい 31 気がかりな 13
注意深い 28 恋しい 13
陽気な 27 活気のある 12
のどかな 25 動揺した 12
つまらない 24 すてきな 12
ていねいな 22 気力に満ちた 10
無気力な 21 はつらつとした 10
注) n=262
　　 多重回答法

　　 頻度10以上の語のみ掲出

Table 1
感情状態の選択頻度

 

日本赤十字社が 2021 年 12 月に実施した調査で

は、COVID-19 流行が大学生の成長や経験へ与え

る不安として、「新しい人間関係を構築すること

が難しいのではないか」(33.0%)、「恋愛ができな

いのではないか」(29.0%)、「対人コミュニケーシ

ョンスキルが身につかないのではないか」(27.0%)、
「周囲の人との付き合いがうまくできないので

はないか」(26.0%)といった、対人関係の構築や他

者とのコミュニケーションに対して不安を感じ

ている者の存在を指摘している 6)。 
また、文化庁が令和 3 年 3 月に調査を行った

「国語に関する世論調査」7)では、「マスクをつ

けると話し方や態度が変わることがあると思う

か」という問いに対し、62.4%の回答者が「変わ

ることがある」と回答し、変化について、「声の

大きさに気を付けるようになる」(74.1%)や「は

っきりとした発音で話すようになる」(57.5%)な
ど、対面コミュニケーションにおける変化が示

された。また、ビデオ通話やウェブ会議といっ

たオンラインツール上における留意点として、

「自分が話すタイミングに気を付けるようにし

ている」(58.4%)や「はっきりとした発音で話す

ようにしている」(53.6%)などを多く挙げている
7)。同様に、第一生命経済研究所の調査 8)では、

オンラインでのコミュニケーションの問題点に

ついて、回答者の約半数が話すタイミングの難

しさや相手の反応のわかりにくさを挙げていた。

このように、対面におけるマスク着用やオンラ

イン上の非対面コミュニケーションの増加に伴

って、従来のコミュニケーションから変化が起

こったり、新たに配慮すべき事柄が生じたりし

ていることがうかがえる。 
このように、現代青年がこうした社会情勢の

変化に対する不安を抱いたり、新たな配慮事項

を見出している一方、前向きな変化として受け

止めている青年の姿も明らかになっている。例

えば、先の女子大学生を対象とした調査では、

COVID-19 流行でよかったこととして、約 6 割

の学生が生活面での変化（例えば自由時間の増

加、生活習慣の見直し、通学時間の短縮等）を

挙げている 5)。また、大学生活協同組合連合会
9)が 2021 年 7 月に実施した調査では、オンライ

ン講義のメリットとして、通学の負担がなく自

由時間が増えること(62.1%)、自分の好きな時間

に(52.0%)、いつでもどこからでも(50.0%)、周り

の目を気にせず(48.8%)講義へ参加できること

を挙げている 9)。このように、COVID-19 流行に

おける変化はさまざまな感情状態をもたらし、

コミュニケーションの変化に対する認識もまた、

個人差が大きいものと考えられる。 
以上より本研究の目的は、こうした社会情勢

の変化に伴い必然的に生じるコミュニケーショ

ンの変化をどの程度の学生が経験しているのか、

またその変化をどのように受け止めているのか

について、量的・質的側面から明らかにするこ

とである。具体的には、コミュニケーションの

変化を感じているかどうかについて尋ねるとと

もに、その変化をどのように受け止めているか

を感情的側面から明らかにするとともに、変化

の大きさと感情状態の関連を検討する。さらに、

生じた変化について自由記述による回答を求め、

得られた語句の関連からその内容を整理するこ

とにより、定性・定量データの両側面からの検

討を試みる。 

方方  法法  

調調査査時時期期  

2021 年 10 月であった。 
調調査査対対象象者者  

全国の大学生 300 人（男性 148 人、女性 152
人、1 年生から 4 年生 75 人ずつ）を対象とした。

平均年齢は 20.52 歳であった。 
調調査査方方法法  

クロス・マーケティング社を通じて、以下の

内容から構成される Web 調査を実施した。 
調調査査内内容容  

以下の(1)から(3)の内容を、その順序で尋ねた。 
(1)コミュニケーションの変化：COVID-19 流行

前後において、コミュニケーションの在り方の

変化の有無について、①「大きく変わった」、②

「少し変わった」、③「あまり変わらない」、④

「全く変わらない」の 4 件法で尋ねた。 
(2)変化に関する自由記述：(1)で①と②を選択し

た 148 人(男性 64 人，女性 84 人、1 年生 33 人、

2 年生 42 人、3 年生 37 人、4 年生 36 人)に対し、

その変化について自由記述を求めた。 
(3)多面的感情状態尺度：300 人に対して、その

変化をどのように感じているか、多面的感情状
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きかった（以下、“ ”で囲った記述は、回答者

の記述をそのまま示す）。“オンラインでのコミ

ュニケーションが増え…”や“オンラインでの

交流が増えた”、“直接会うことが減った”、“直

接人と会うことがかなり減った” などの記述が

みられた。また、「読み取る」を中心として、「表

情」や「感情」、「相手」や「マスク」といった

語の関連度も大きかった。具体的な記述内容と

しては、“マスク着用によって表情が読み取りに

くくなったし、自身の表情も乏しくなった気が

する”、“相談されても、相手の感情などを読み

取りづらい”、“マスクで表情が分かりにくいか

ら話し方や目線に気をつけるようになった”な

どがみられた。「学部」や「サークル」、「友人」

や「遊ぶ」、「誘う」などの語も関連がみられる

が、これらの中には“学部・サークル・高校時

代等の友人からどこかに遊びに行こうと誘われ

るが、ほとんど断っている”や“学校にいけな 
いから、友達を作ったり、遊んだりすることが

できなかった”などの記述がみられた。 
その他、「緊張」と「久しぶり」では、“人と

会う機会が減って久しぶりに会うと緊張する”、

「大切」や「仲」、「良い」では、“本当に仲の良

い人との会話を大切にするようになった”や“対

面の機会を大切にするようになった”、「話」と

「聞く」では“前のめりになって人の話を聞く

ことが減った”、「外出」、「能力」、「減少」では、

“人と会話する能力が減少してる”、“外出する

頻度が減り、コミュニケーション能力が下がっ

た”などの記述が得られた。 

考考  察察  

本研究の目的は、COVID-19 流行下における

青年のコミュニケーションの変化の有無と、そ

れに対する認識を、定量的・定性的の双方の観

点から明らかにすることであった。 
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの変変化化  

コミュニケーションの変化の有無について

Fig. 共起ネットワーク分析の結果 

 

Coder を用い、形態素分析を行った。その結果、

194 種類、計 737 語が抽出された。10 以上の頻

度が確認された語は、多い順に「減る」(27)、「話

す」(23)、「会う」と「増える」(20)、「機会」と

「人」(18)、「オンライン」と「会話」(17)、「コ

ミュニケーション」(16)、「直接」と「友達」(10)
であった（頻度 2 以上の語を Table 3 にまとめ

た）。これら単語のうち、出現数 2 以上の 72 語

を用いて、共起ネットワーク分析を行い、共起

ネットワーク図を作成した(Fig.)。 
 その結果、「機会」と「減る」、「オンライン」

と「増える」、「直接」と「会う」の関連度が大

抽出語 頻度 抽出語 頻度

減る 27 たくさん 2
話す 23 やり取り 2
会う 20 コロナ 2
増える 20 サークル 2
機会 18 ネット 2
人 18 リモート 2
オンライン 17 以前 2
会話 17 家族 2
コミュニケーション 16 外出 2
直接 10 学部 2
友達 10 関係 2
少ない 9 久しぶり 2
多い 8 苦手 2
対面 8 減少 2
自分 6 交流 2
相手 6 行く 2
電話 6 高校 2
SNS 5 思う 2
マスク 5 時間 2
会える 5 取れる 2
気 5 積極 2
距離 5 相談 2
表情 5 他人 2
話 5 大学 2
感情 4 大声 2
喋る 4 通話 2
読み取る 4 伝わる 2
頻度 4 能力 2
感じる 3 必要 2
緊張 3 聞く 2
使う 3 変わる 2
取る 3 誘う 2
声 3 遊ぶ 2
接する 3 良い 2
大切 3
仲 3
分かる 3
友人 3
注) 頻度2以上の語のみ掲出

Table 3
自由記述における語の出現頻度

「大きく変わった」 31 ＋＋ 11 －－

「少し変わった」 94 12
「あまり変わらない」 102 12
「全く変わらない」 30 8
注)　χ2(3)=8.34, p<0.05

「大きく変わった」 34 ＋＋ 8 －－

「少し変わった」 99 7
「あまり変わらない」 108 6
「全く変わらない」 36 2
注)　χ2(3)=9.10, p<0.05

「大きく変わった」 29 ＋＋ 13 －－

「少し変わった」 87 19
「あまり変わらない」 103 －－ 11 ＋＋

「全く変わらない」 33 5
注)　χ2(3)=10.93, p <0.05

「大きく変わった」 36 －－ 6 ＋＋

「少し変わった」 101 5
「あまり変わらない」 113 ＋＋ 1 －－

「全く変わらない」 37 1
注)　χ2(3)=13.62, p <0.01

「大きく変わった」 36 6
「少し変わった」 99 7
「あまり変わらない」 106 8
「全く変わらない」 28 －－ 10 ＋＋

注)　χ2(3)=14.13, p <0.01
　　自由度調整済み残差を算出した結果、

　“＋”は期待度数より有意に大きいことを、

　　“－”　は期待度数より有意に小さいことを、

　　それぞれ示す。

Table 2-5
「無気力な」

該当 非該当

非該当

該当

該当

Table 2-4
「動揺した」

該当 非該当

Table 2
コミュニケーションの変化と感情状態の関連

該当

Table 2-1
「退屈な」

Table 2-2
「悩んでいる」

Table 2-3
「疲れた」

非該当

非該当

　“－”は期待度数より有意に小さいことを、
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きかった（以下、“ ”で囲った記述は、回答者

の記述をそのまま示す）。“オンラインでのコミ

ュニケーションが増え…”や“オンラインでの

交流が増えた”、“直接会うことが減った”、“直

接人と会うことがかなり減った” などの記述が

みられた。また、「読み取る」を中心として、「表

情」や「感情」、「相手」や「マスク」といった

語の関連度も大きかった。具体的な記述内容と

しては、“マスク着用によって表情が読み取りに

くくなったし、自身の表情も乏しくなった気が

する”、“相談されても、相手の感情などを読み

取りづらい”、“マスクで表情が分かりにくいか

ら話し方や目線に気をつけるようになった”な

どがみられた。「学部」や「サークル」、「友人」

や「遊ぶ」、「誘う」などの語も関連がみられる

が、これらの中には“学部・サークル・高校時

代等の友人からどこかに遊びに行こうと誘われ

るが、ほとんど断っている”や“学校にいけな 
いから、友達を作ったり、遊んだりすることが

できなかった”などの記述がみられた。 
その他、「緊張」と「久しぶり」では、“人と

会う機会が減って久しぶりに会うと緊張する”、

「大切」や「仲」、「良い」では、“本当に仲の良

い人との会話を大切にするようになった”や“対

面の機会を大切にするようになった”、「話」と

「聞く」では“前のめりになって人の話を聞く

ことが減った”、「外出」、「能力」、「減少」では、

“人と会話する能力が減少してる”、“外出する

頻度が減り、コミュニケーション能力が下がっ

た”などの記述が得られた。 

考考  察察  

本研究の目的は、COVID-19 流行下における

青年のコミュニケーションの変化の有無と、そ

れに対する認識を、定量的・定性的の双方の観

点から明らかにすることであった。 
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの変変化化  

コミュニケーションの変化の有無について

Fig. 共起ネットワーク分析の結果 

 

Coder を用い、形態素分析を行った。その結果、

194 種類、計 737 語が抽出された。10 以上の頻

度が確認された語は、多い順に「減る」(27)、「話

す」(23)、「会う」と「増える」(20)、「機会」と

「人」(18)、「オンライン」と「会話」(17)、「コ

ミュニケーション」(16)、「直接」と「友達」(10)
であった（頻度 2 以上の語を Table 3 にまとめ

た）。これら単語のうち、出現数 2 以上の 72 語

を用いて、共起ネットワーク分析を行い、共起

ネットワーク図を作成した(Fig.)。 
 その結果、「機会」と「減る」、「オンライン」

と「増える」、「直接」と「会う」の関連度が大

抽出語 頻度 抽出語 頻度

減る 27 たくさん 2
話す 23 やり取り 2
会う 20 コロナ 2
増える 20 サークル 2
機会 18 ネット 2
人 18 リモート 2
オンライン 17 以前 2
会話 17 家族 2
コミュニケーション 16 外出 2
直接 10 学部 2
友達 10 関係 2
少ない 9 久しぶり 2
多い 8 苦手 2
対面 8 減少 2
自分 6 交流 2
相手 6 行く 2
電話 6 高校 2
SNS 5 思う 2
マスク 5 時間 2
会える 5 取れる 2
気 5 積極 2
距離 5 相談 2
表情 5 他人 2
話 5 大学 2
感情 4 大声 2
喋る 4 通話 2
読み取る 4 伝わる 2
頻度 4 能力 2
感じる 3 必要 2
緊張 3 聞く 2
使う 3 変わる 2
取る 3 誘う 2
声 3 遊ぶ 2
接する 3 良い 2
大切 3
仲 3
分かる 3
友人 3
注) 頻度2以上の語のみ掲出

Table 3
自由記述における語の出現頻度

「大きく変わった」 31 ＋＋ 11 －－

「少し変わった」 94 12
「あまり変わらない」 102 12
「全く変わらない」 30 8
注)　χ2(3)=8.34, p<0.05

「大きく変わった」 34 ＋＋ 8 －－

「少し変わった」 99 7
「あまり変わらない」 108 6
「全く変わらない」 36 2
注)　χ2(3)=9.10, p<0.05

「大きく変わった」 29 ＋＋ 13 －－

「少し変わった」 87 19
「あまり変わらない」 103 －－ 11 ＋＋

「全く変わらない」 33 5
注)　χ2(3)=10.93, p <0.05

「大きく変わった」 36 －－ 6 ＋＋

「少し変わった」 101 5
「あまり変わらない」 113 ＋＋ 1 －－

「全く変わらない」 37 1
注)　χ2(3)=13.62, p <0.01

「大きく変わった」 36 6
「少し変わった」 99 7
「あまり変わらない」 106 8
「全く変わらない」 28 －－ 10 ＋＋

注)　χ2(3)=14.13, p <0.01
　　自由度調整済み残差を算出した結果、

　“＋”は期待度数より有意に大きいことを、

　　“－”　は期待度数より有意に小さいことを、

　　それぞれ示す。

Table 2-5
「無気力な」

該当 非該当

非該当

該当

該当

Table 2-4
「動揺した」

該当 非該当

Table 2
コミュニケーションの変化と感情状態の関連

該当

Table 2-1
「退屈な」

Table 2-2
「悩んでいる」

Table 2-3
「疲れた」

非該当

非該当
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スチャーなどの身体動作、対人距離や着席位置

などのプロクセミックス、衣服や化粧、アクセ

サリーなどの人工物といった様々なチャネルが

存在するが 14)、マスクを着用した対面コミュニ

ケーションやオンライン上での非対面コミュニ

ケーションでは、こうした要素のうち、少なく

とも 1 つ以上を活用することができない。限ら

れた情報を用いて相手の感情状態を推測するた

め、齟齬や誤解が生じやすいと考えられる。 
オンライン上のコミュニケーションにおけ

るパラ言語の重要性は、心理臨床の文脈におい

ても指摘されている。対面での面接よりも、オ

ンラインでの面接は非言語的情報が少ない分、

互いの伝えたいことがどの程度伝わっているか

の把握が難しくなる 15)。このため、小さな非言

語情報など、コミュニケーションのニュアンス

が失われないよう、必要に応じて大げさな表現

やジェスチャーを用いたり 16)、リアクションで

OK サインなどのハンドジェスチャーをするこ

とも有効であるとされる 17)。このように、非対

面コミュニケーションあるいはマスクの着用は、

従来のコミュニケーションに比べると非言語的

情報の量が不足していると考えられ、これを補

うための工夫や配慮が求められるといえる。 
本本研研究究ののままととめめとと今今後後のの課課題題  

本研究の目的は、COVID-19 流行下における

若者のコミュニケーションの変化の有無と、そ

の内容について、感情的な側面に着目して検討

を行うことであった。約半数の大学生がコミュ

ニケーションの在り方について変化を実感して

おり、特に大きな変化と認識した個人において、

これをネガティブな感情でとらえていることが

明らかとなった。また、変化の具体的内容から

は、対面コミュニケーションの減少とオンライ

ンの増加、マスク着用に伴う相手の感情の読み

取りの難しさ、新たな人間関係の構築に対する

困難さと不安を抱いている様子がうかがえた。 
本研究の調査時期は 2021 年の 10 月であり、

COVID-19 流行開始から約 1 年半経過時点のデ

ータであるが、COVID-19 流行下における対人

関係の持ち方の変化やオンラインによるコミュ

ニケーションの変化はある程度持続しており、

こうした状況の中でも変化に対してネガティブ

な感情を抱く個人が一定程度存在することがう

かがえる。さらに、本研究は大学生を対象とし

ているが、若年者においてもコミュニケーショ

ンの変化に戸惑いや難しさを感じているという

事実は注目に値する。非対面コミュニケーショ

ン活用に向けて、情報弱者に限定しない、全世

代的な支援が必要であると考えられる。 
最後に、本研究の限界や課題を数点指摘する。

1 つは、学年によって受ける影響が異なってい

る可能性である。全国大学生活協同組合連合会

が 2021 年 7 月に実施した調査 9)では、大学入学

直後から COVID-19 流行下に直面した 2020 年

度入学生において、「友人とつながれていない孤

独感・不安」が、他の学年に比べて最も高く、

気分の落ち込みや無気力といった項目も、やは

り同学年が最も高かった。直接コミュニケーシ

ョンを交わす機会を失ったまま学年が進行する

ことが、こうした精神的健康上の課題に関連し、

さらにこれらの問題を長期間持ち越していると

考えられる。本研究においてはサンプル数の少

なさから、学年ごとの特徴の差異に関する検討

は見送ったが、各学年の特徴や、コホートの影

響について、より長期的な視点に基づく検討が

望まれる。 
COVID-19 流行下における孤独や孤立の問題

について、COVID-19 流行開始後 3 時点の縦断

調査(2020 年 4 月から 5 月、同年 6 月から 7 月、

同年 9 月から 10 月)の結果、緊急事態宣言発出

等の外出規制が続くことで、孤独感が増大する

こと、年齢上昇に従って孤独感が低減すること

が明らかとなっている 18)。すなわち、日本人に

おいては、孤独感は若年者において高く、また

外出規制により高まっていくことが示されてい

る。これまで、社会心理学領域においては、イ

ンターネットの利用時間が多いほど、現実生活

における家族とのコミュニケーション量が減少

し、現実生活における孤独感が高まることが示

されている 19)。本来人々をつなぐためのインタ

ーネットが、むしろ人々の結びつきを希薄化し

ているこの現象は「インターネット・パラドッ

クス」19)と呼ばれている。近年急拡大している

SNS を含む非対面コミュニケーションの研究は

もとより、VR やメタバースなどの仮想空間に

おけるコミュニケーションの特徴についても、

今後の研究課題となろう。 

 

は、「大きく変わった」と「少し変わった」を合

わせ、回答者の約半数が変化を実感しているこ

とが明らかとなった。藤平他 5)では、回答者と

なった女子大学生の約 4 分の 3 において、友人

とのコミュニケーションが「減った」と回答し

たが、本研究ではこの割合よりも変化があった

と回答した対象者の割合が少なかった。藤平他
5)は調査を 2020 年 8 月から 9 月頃に実施してお

り、この時期はいわゆる「第 2 波」の時期に該

当する。一方、本研究の調査時期である 2021 年

10 月は「第 5 波」が収束する時期と重なり、感

染者数の減少傾向がみられた。教示文には

「COVID-19 流行前後において…」と記載して

いるものの、回答時点の感染状況に関連した社

会情勢や、それに由来する不安感を含む心理状

況が回答に影響を与えている可能性も考えられ

る。そうであっても約半数の回答者に変化がみ

られたことからは、社会全般において対面コミ

ュニケーションにおいて大きな影響があったこ

とが示唆される。 
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの変変化化にに対対すするる感感情情  

こうしたコミュニケーションの変化に対し

て、どのような感情を抱いているのかについて

も検討を行った。その結果、「慎重な」、「疲れた」、

「不安な」、「自信がない」といったネガティブ

な形容詞に対する選択率が高かった。上述した

ように、マスクを着用している他者の感情を解

釈する際には、その理解がより慎重になったり、

不安で自信のないコミュニケーションを行って

おり、その結果として疲労感を募らせていると

考えられる。特に、χ2 検定を用いてコミュニケ

ーションの変化と形容詞の選択の有無の関連を

検討した結果、コミュニケーションの変化を大

きなものと捉えている個人にあっては、「疲れ

た」、「悩んでいる」、「退屈な」、「動揺した」、「注

意深い」といった形容詞をより多く選択してい

ることが明らかとなった。COVID-19 流行はラ

イフスタイルの大きな変化を要求し、それに対

して動揺し、悩みや疲労感を抱いているのかも

しれない。 
一方で、「のんびりした」や「ゆっくりした」

といった、静的な形容詞に対する選択率も上位

に見られた。藤平他 5)においても、COVID-19 流

行でよかったこととして、16.9%の大学生が、人

間関係のストレスが減ったことなど精神面の安

定を挙げている。また、COVID-19 流行下にお

いて、大学 1 年生を対象とした調査では、引き

こもり願望が低いほど面接授業を、同願望が高

いほどオンライン授業を、それぞれ希望するこ

とが示されている 13)。元々対人コミュニケーシ

ョンに苦手さを感じていた群においては、

COVID-19 流行下においてこれを回避できたこ

とで、心穏やかに過ごしている面も見られるよ

うである 13)。このように、元々のパーソナリテ

ィや対人関係スタイルが COVID-19 流行下にお

ける対人行動の変化や各種（不）適応を予測す

るかについては、予め長期縦断計画に基づくデ

ータ収集を行っていない限り、これを検討する

ことは困難であったと考えられる。こうしたデ

ータを用いた検討が待たれよう。 
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの具具体体的的なな変変化化 

変化の具体的内容について、自由記述で得ら

れた内容を形態素分析によって単語に分解した

上で、記述された語の関連性を明らかにするこ

とを目的として、共起ネットワーク分析を行っ

た。自由記述の具体的内容と共起ネットワーク

分析の結果を総合すると、「オンラインが増え」

た一方、「コミュニケーションや直接会う機会」、

「外出する頻度」が減少したことが明らかとな

った。特に、「機会」と「減る」、「オンライン」

と「増える」は、語の出現頻度も大きかった。

やはり外出が減少したことで対面でのコミュニ

ケーション機会が少なくなり、代替としての間

接的なコミュニケーション手段を用いてやり取

りが行われている様子が示唆された。こうした

対面で接触する頻度が減少した結果、数少ない

接触機会において、「久しぶりで緊張したり距離

を取って接する」など、緊張感や戸惑いを抱い

ていることがうかがえる。 
また、「サークルや友人関係の中で、マスクを

した上で」接する必要があるため、「表情や声か

ら相手の感情を読み取る必要」が生じるなど、

文化庁 7)の調査結果と同様、マスク着用に伴う

対面コミュニケーションの困難さや配慮事項に

ついても意識していることが明らかとなった。

対人コミュニケーションにあっては、発言の内

容や意味だけでなく、声の高さやアクセント、

間の置き方などのパラ言語、視線や表情、ジェ
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スチャーなどの身体動作、対人距離や着席位置

などのプロクセミックス、衣服や化粧、アクセ

サリーなどの人工物といった様々なチャネルが

存在するが 14)、マスクを着用した対面コミュニ

ケーションやオンライン上での非対面コミュニ

ケーションでは、こうした要素のうち、少なく

とも 1 つ以上を活用することができない。限ら

れた情報を用いて相手の感情状態を推測するた

め、齟齬や誤解が生じやすいと考えられる。 
オンライン上のコミュニケーションにおけ

るパラ言語の重要性は、心理臨床の文脈におい

ても指摘されている。対面での面接よりも、オ

ンラインでの面接は非言語的情報が少ない分、

互いの伝えたいことがどの程度伝わっているか

の把握が難しくなる 15)。このため、小さな非言

語情報など、コミュニケーションのニュアンス

が失われないよう、必要に応じて大げさな表現

やジェスチャーを用いたり 16)、リアクションで

OK サインなどのハンドジェスチャーをするこ

とも有効であるとされる 17)。このように、非対

面コミュニケーションあるいはマスクの着用は、

従来のコミュニケーションに比べると非言語的

情報の量が不足していると考えられ、これを補

うための工夫や配慮が求められるといえる。 
本本研研究究ののままととめめとと今今後後のの課課題題  

本研究の目的は、COVID-19 流行下における

若者のコミュニケーションの変化の有無と、そ

の内容について、感情的な側面に着目して検討

を行うことであった。約半数の大学生がコミュ

ニケーションの在り方について変化を実感して

おり、特に大きな変化と認識した個人において、

これをネガティブな感情でとらえていることが

明らかとなった。また、変化の具体的内容から

は、対面コミュニケーションの減少とオンライ

ンの増加、マスク着用に伴う相手の感情の読み

取りの難しさ、新たな人間関係の構築に対する

困難さと不安を抱いている様子がうかがえた。 
本研究の調査時期は 2021 年の 10 月であり、

COVID-19 流行開始から約 1 年半経過時点のデ

ータであるが、COVID-19 流行下における対人

関係の持ち方の変化やオンラインによるコミュ

ニケーションの変化はある程度持続しており、

こうした状況の中でも変化に対してネガティブ

な感情を抱く個人が一定程度存在することがう

かがえる。さらに、本研究は大学生を対象とし

ているが、若年者においてもコミュニケーショ

ンの変化に戸惑いや難しさを感じているという

事実は注目に値する。非対面コミュニケーショ

ン活用に向けて、情報弱者に限定しない、全世

代的な支援が必要であると考えられる。 
最後に、本研究の限界や課題を数点指摘する。

1 つは、学年によって受ける影響が異なってい

る可能性である。全国大学生活協同組合連合会

が 2021 年 7 月に実施した調査 9)では、大学入学

直後から COVID-19 流行下に直面した 2020 年

度入学生において、「友人とつながれていない孤

独感・不安」が、他の学年に比べて最も高く、

気分の落ち込みや無気力といった項目も、やは

り同学年が最も高かった。直接コミュニケーシ

ョンを交わす機会を失ったまま学年が進行する

ことが、こうした精神的健康上の課題に関連し、

さらにこれらの問題を長期間持ち越していると

考えられる。本研究においてはサンプル数の少

なさから、学年ごとの特徴の差異に関する検討

は見送ったが、各学年の特徴や、コホートの影

響について、より長期的な視点に基づく検討が

望まれる。 
COVID-19 流行下における孤独や孤立の問題

について、COVID-19 流行開始後 3 時点の縦断

調査(2020 年 4 月から 5 月、同年 6 月から 7 月、

同年 9 月から 10 月)の結果、緊急事態宣言発出

等の外出規制が続くことで、孤独感が増大する

こと、年齢上昇に従って孤独感が低減すること

が明らかとなっている 18)。すなわち、日本人に

おいては、孤独感は若年者において高く、また

外出規制により高まっていくことが示されてい

る。これまで、社会心理学領域においては、イ

ンターネットの利用時間が多いほど、現実生活

における家族とのコミュニケーション量が減少

し、現実生活における孤独感が高まることが示

されている 19)。本来人々をつなぐためのインタ

ーネットが、むしろ人々の結びつきを希薄化し

ているこの現象は「インターネット・パラドッ

クス」19)と呼ばれている。近年急拡大している

SNS を含む非対面コミュニケーションの研究は

もとより、VR やメタバースなどの仮想空間に

おけるコミュニケーションの特徴についても、

今後の研究課題となろう。 

 

は、「大きく変わった」と「少し変わった」を合

わせ、回答者の約半数が変化を実感しているこ

とが明らかとなった。藤平他 5)では、回答者と

なった女子大学生の約 4 分の 3 において、友人

とのコミュニケーションが「減った」と回答し

たが、本研究ではこの割合よりも変化があった

と回答した対象者の割合が少なかった。藤平他
5)は調査を 2020 年 8 月から 9 月頃に実施してお

り、この時期はいわゆる「第 2 波」の時期に該

当する。一方、本研究の調査時期である 2021 年

10 月は「第 5 波」が収束する時期と重なり、感

染者数の減少傾向がみられた。教示文には

「COVID-19 流行前後において…」と記載して

いるものの、回答時点の感染状況に関連した社

会情勢や、それに由来する不安感を含む心理状

況が回答に影響を与えている可能性も考えられ

る。そうであっても約半数の回答者に変化がみ

られたことからは、社会全般において対面コミ

ュニケーションにおいて大きな影響があったこ

とが示唆される。 
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの変変化化にに対対すするる感感情情  

こうしたコミュニケーションの変化に対し

て、どのような感情を抱いているのかについて

も検討を行った。その結果、「慎重な」、「疲れた」、

「不安な」、「自信がない」といったネガティブ

な形容詞に対する選択率が高かった。上述した

ように、マスクを着用している他者の感情を解

釈する際には、その理解がより慎重になったり、

不安で自信のないコミュニケーションを行って

おり、その結果として疲労感を募らせていると

考えられる。特に、χ2 検定を用いてコミュニケ

ーションの変化と形容詞の選択の有無の関連を

検討した結果、コミュニケーションの変化を大

きなものと捉えている個人にあっては、「疲れ

た」、「悩んでいる」、「退屈な」、「動揺した」、「注

意深い」といった形容詞をより多く選択してい

ることが明らかとなった。COVID-19 流行はラ

イフスタイルの大きな変化を要求し、それに対

して動揺し、悩みや疲労感を抱いているのかも

しれない。 
一方で、「のんびりした」や「ゆっくりした」

といった、静的な形容詞に対する選択率も上位

に見られた。藤平他 5)においても、COVID-19 流

行でよかったこととして、16.9%の大学生が、人

間関係のストレスが減ったことなど精神面の安

定を挙げている。また、COVID-19 流行下にお

いて、大学 1 年生を対象とした調査では、引き

こもり願望が低いほど面接授業を、同願望が高

いほどオンライン授業を、それぞれ希望するこ

とが示されている 13)。元々対人コミュニケーシ

ョンに苦手さを感じていた群においては、

COVID-19 流行下においてこれを回避できたこ

とで、心穏やかに過ごしている面も見られるよ

うである 13)。このように、元々のパーソナリテ

ィや対人関係スタイルが COVID-19 流行下にお

ける対人行動の変化や各種（不）適応を予測す

るかについては、予め長期縦断計画に基づくデ

ータ収集を行っていない限り、これを検討する

ことは困難であったと考えられる。こうしたデ

ータを用いた検討が待たれよう。 
ココミミュュニニケケーーシショョンンのの具具体体的的なな変変化化 

変化の具体的内容について、自由記述で得ら

れた内容を形態素分析によって単語に分解した

上で、記述された語の関連性を明らかにするこ

とを目的として、共起ネットワーク分析を行っ

た。自由記述の具体的内容と共起ネットワーク

分析の結果を総合すると、「オンラインが増え」

た一方、「コミュニケーションや直接会う機会」、

「外出する頻度」が減少したことが明らかとな

った。特に、「機会」と「減る」、「オンライン」

と「増える」は、語の出現頻度も大きかった。

やはり外出が減少したことで対面でのコミュニ

ケーション機会が少なくなり、代替としての間

接的なコミュニケーション手段を用いてやり取

りが行われている様子が示唆された。こうした

対面で接触する頻度が減少した結果、数少ない

接触機会において、「久しぶりで緊張したり距離

を取って接する」など、緊張感や戸惑いを抱い

ていることがうかがえる。 
また、「サークルや友人関係の中で、マスクを

した上で」接する必要があるため、「表情や声か

ら相手の感情を読み取る必要」が生じるなど、

文化庁 7)の調査結果と同様、マスク着用に伴う

対面コミュニケーションの困難さや配慮事項に

ついても意識していることが明らかとなった。

対人コミュニケーションにあっては、発言の内

容や意味だけでなく、声の高さやアクセント、

間の置き方などのパラ言語、視線や表情、ジェ
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ABSTRACT 
 

Changes in communication style of young people in COVID-19 pandemic: A trial to 
comprehend from free answered question and the emotional words with changes. 
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During COVID-19 pandemic, face-to-face communication is limited in many settings. The purpose of this study 

was to reveal the extent to which young people are experiencing these changes in communication and, if so, how 

they perceive these changes. A web-based survey of 300 university students was conducted, asking whether or not 

the communication style had changed, and if so, what the changes were, and how do they feel these changes. About 

half of the participants answered their communication style had changed before and after the COVID-19 pandemic. 

Morphological analysis and co-occurrence network analysis were conducted in order to reveal the details of 

changes. The results indicated that they are experiencing a decrease in face-to-face meeting, an increase in online 

interactions, a sense of tension and confusion at the first face-to-face meeting in a long time, and difficulty in 

reading emotions due to wearing of masks. In terms of perceptions of changes in communication, the adjectives 

that fit themselves were somewhat more negative in nature, and the percentage of participants choosing negative 

adjectives was particularly large among those who answered “communication had changed a lot”. These results 

were discussed in relation to various statistical data and previous researches in the field of social psychology. 

 

Key Words: COVID-19, communication, co-occurrence network analysis, students, emotion. 
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身身寄寄りりののなないい方方にに対対すするる地地域域包包括括支支援援セセンンタターーのの取取りり組組みみとと課課題題 

新新潟潟県県ににおおけけるるアアンンケケーートト調調査査のの結結果果かからら 
 

小澤薫 1*、中村健 2、須貝秀昭 3 

 
相談支援の現場において、身元保証人等の不在を理由に適切な支援につながりにくい状

況がある。全国調査で 9 割近い地域包括支援センターが、身寄りのない方に関する相談を受

け、対応に迫られている。身寄り問題に対してガイドライン、マニュアルの作成、地域課

題としての取り組みが行われている。新潟県内の地域包括支援センターに対するアンケー

ト調査の結果、地域包括支援センターが担当する世帯のなかで、「緊急時に連絡先がない」

「緊急時に援助が見込めない」世帯数を挙げることは容易ではなく、「不明」「無回答」が

4 割近くを占めた。把握しているところでは世帯の 2 割に及んでいるところもあった。そ

の一方で、利用者が直面する課題である「相談者の保証人」「医療同意」「金銭管理」「死後

対応」に対しての利用者の「要望に応じない方針」の機関が 3 分の 2 を占めていた。法制

度、相談支援機関の役割の狭間で、利用者をはじめ地域包括支援センターの職員、ケアマ

ネジャーが困惑していた。そのなかで、援助が見込めない世帯の実数の把握から、個々の

世帯の状況、その対応について、関係機関で連携を重ねる取り組みもみられた。 
 
キキーーワワーードド：： 地域包括支援センター、身元保証、成年後見、連携 

 

ははじじめめにに  

身元保証人等が不在の場合の対応として、全

国の介護施設を対象にした調査において、本人

以外の署名欄に記載ができない場合の入所（入

院・入居）の取扱いについて、「本人以外の署名

がないままでは入所は受け入れていない」が

30.7％であった 1）。全国の医療機関を対象にし

た調査において、「入院にあたり身元保証人等が

得られそうにない場合には、どのようにされて

いますか」という問に対して、医療機関の 8.2％
が「入院を認めない」と回答している 2）。新潟

県内の医療機関、施設等では、入院・入所にあ

たって 98％の病院・施設等が「身元保証人等」

を求めており、そのうちの 17％は、「身元保証

人等」が不在の場合は入所を「断る」と回答し

ている 3）。このように身元保証人等が不在の場

合、入院・入所を断られる状況がある。 

身元保証人に求められる機能として、飯村は、

①緊急連絡先、②費用支払保証等、③医療行為

の同意、④本人に対する支援、⑤死後事務に関

する事項を挙げている 4）。能登は、①医療行為

の同意、②本人に対する支援、③債務の保障、

④緊急時の連絡先を挙げている 5）。つながる鹿

児島は、「『家族による支援』があることが当た

り前の前提として構築される社会システムの中

で、さらには、連帯保証・身元引受等の人的担

保が必要とされる慣習のために、『身寄り』がな

いか『身寄り』に頼ることのできない人が『家

族による支援』が受けられず、居住・医療・介

護・就労等のいのちとくらしに関わる重要な場

面で排除されて」いることを「身寄り問題」と

定義している 6）。その具体的な解決課題として、

①連帯保証、②医療決定、③金銭管理、④死後

対応を挙げている。 
なお、身寄りのない方について、つながる鹿

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 2 新潟大学歯学部口腔衛生福祉学科 3 NPO 法人身寄りなし問題研究会 

* 責任著者 連絡先：ozawak@unii.ac.jp 
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け、対応に迫られている。身寄り問題に対してガイドライン、マニュアルの作成、地域課

題としての取り組みが行われている。新潟県内の地域包括支援センターに対するアンケー

ト調査の結果、地域包括支援センターが担当する世帯のなかで、「緊急時に連絡先がない」

「緊急時に援助が見込めない」世帯数を挙げることは容易ではなく、「不明」「無回答」が

4 割近くを占めた。把握しているところでは世帯の 2 割に及んでいるところもあった。そ

の一方で、利用者が直面する課題である「相談者の保証人」「医療同意」「金銭管理」「死後

対応」に対しての利用者の「要望に応じない方針」の機関が 3 分の 2 を占めていた。法制

度、相談支援機関の役割の狭間で、利用者をはじめ地域包括支援センターの職員、ケアマ

ネジャーが困惑していた。そのなかで、援助が見込めない世帯の実数の把握から、個々の

世帯の状況、その対応について、関係機関で連携を重ねる取り組みもみられた。 
 
キキーーワワーードド：： 地域包括支援センター、身元保証、成年後見、連携 

 

ははじじめめにに  

身元保証人等が不在の場合の対応として、全

国の介護施設を対象にした調査において、本人

以外の署名欄に記載ができない場合の入所（入

院・入居）の取扱いについて、「本人以外の署名

がないままでは入所は受け入れていない」が

30.7％であった 1）。全国の医療機関を対象にし

た調査において、「入院にあたり身元保証人等が

得られそうにない場合には、どのようにされて

いますか」という問に対して、医療機関の 8.2％
が「入院を認めない」と回答している 2）。新潟

県内の医療機関、施設等では、入院・入所にあ

たって 98％の病院・施設等が「身元保証人等」

を求めており、そのうちの 17％は、「身元保証

人等」が不在の場合は入所を「断る」と回答し

ている 3）。このように身元保証人等が不在の場

合、入院・入所を断られる状況がある。 

身元保証人に求められる機能として、飯村は、

①緊急連絡先、②費用支払保証等、③医療行為

の同意、④本人に対する支援、⑤死後事務に関

する事項を挙げている 4）。能登は、①医療行為

の同意、②本人に対する支援、③債務の保障、

④緊急時の連絡先を挙げている 5）。つながる鹿

児島は、「『家族による支援』があることが当た

り前の前提として構築される社会システムの中

で、さらには、連帯保証・身元引受等の人的担

保が必要とされる慣習のために、『身寄り』がな

いか『身寄り』に頼ることのできない人が『家

族による支援』が受けられず、居住・医療・介

護・就労等のいのちとくらしに関わる重要な場

面で排除されて」いることを「身寄り問題」と

定義している 6）。その具体的な解決課題として、

①連帯保証、②医療決定、③金銭管理、④死後

対応を挙げている。 
なお、身寄りのない方について、つながる鹿
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連絡先のない世帯数、連絡先はあるが援助が見

込めない世帯数）、身寄りのない方に関わる要望

への対応方針（保証人等、医療同意、金銭管理、

死後対応）、「身寄りのない方への相談支援につ

いて、課題やご意見をお聞かせてください」（記

述）である。 
内容分析には KH Coder（ver.3）を用いた。KH 

Coder は、樋口耕一が開発したテキスト型デー

タを計量的に分析することができるソフトウェ

アである 15）。この分析方法により、抽出語や語

の出現数が明らかになるため、恣意的な解釈を

回避することができ、客観的に全体像を明らか

にすることができる。 

結結果果  

１ 身寄りのない方の実数 

（1）基本属性 
調査の結果、回答数は 35 機関、回答率は

29.9％であった。新潟県 32 市町村のうち 19 市

町村から回答があり、所在地は 13 市 6 町村で

あった。運営方式は、直営 7、委託 28 であった

（表 1）。なお、直営の地域包括支援センターの

所在地は、2 市 5 町村であり、市部では委託が

多く、町村部では直営が多い。 
 
表 1 基本属性 

 

（出所）アンケート結果より作成 
 

管轄地域の状況については、2021 年について

尋ねている。1 機関における担当職員数につい

ては、「5 人以下」37.1％、「6〜10 人」48.6％で、

10 人以下が 9 割であった。回答機関全体の職員

数平均は 7.1 人で、これを運営方式別にみると

直営は平均 9.357 人、委託は平均 6.481 人であ

った。 
管内人口は、「1,000 人未満」2.9％、「1,000 人

〜1 万人」28.6％、「1〜2 万人」22.9％、「2〜3 万

人」17.1％、「3 万人以上」22.9％であった。回答

機関全体の管内人口の平均は 21,261 人で、これ

を運営方式別にみると直営は平均 20,716 人、委

託は平均 21,407 人であった。 
高齢化率は、「30％未満」20.0％、「30〜35％」

20.0％、「35〜40％」31.4％、「40％以上」22.9％
であった。回答機関全体の高齢化率の平均は

36.2％であり、直営は平均 41.7％、委託は平均

34.7％であった。高齢化率については、直営の地

域包括支援センターの方が高い傾向がみられた。

なお、新潟県の高齢化率（2021 年 10 月 1 日時

点）は 34.4％であり、回答機関の高齢化率が若

干高かった。 
（2）連絡先のない世帯・援助が見込めない世帯 

地域包括支援センター全体での担当世帯

（2022 年 3 月）のうち、「緊急時に連絡先のな

い世帯」「連絡先はあるが援助が見込めない世帯」

がそれぞれ何世帯あるかを尋ねた。 
「緊急時に連絡先のない世帯数」は、「0」7、

「実数記入 1〜308」13、「不明」7、「無回答」8
であった。「連絡先はあるが援助が見込めない世

帯数」は、「0」4、「実数記入 1〜195」17、「不明」

7、「無回答」7 であった。「不明」が 2 割、「無

回答」が 2 割を占めていた。無回答の理由とし

て「世帯での抽出に時間がかかるため」「身内で

は連絡先がないが近所や友人が連絡先になって

いるケースもあり、どの数字を入れていいか迷

ったため未記入」「把握していない」という但し

書きの記載があった。機関によっては、緊急時

に連絡先がない、援助が見込めない世帯を把握

できていない、把握していないことが伺える。 
そのなかで、機関全体での担当世帯数、「緊急

時に連絡先のない世帯数」、「連絡先はあるが援

助が見込めない世帯数」のすべてに記載があっ

項目 カテゴリー 度数 ％ M SD

運営方式 直営 7 20.0

委託 28 80.0

職員数 5人以下 13 37.1 7.1 5.08

6〜10人 17 48.6

11人以上 4 11.4

管内人口 1000人未満 1 2.9 21261.0 16213.50

1000人〜1万人 10 28.6

1〜2万人 8 22.9

2〜3万人 6 17.1

3万人以上 8 22.9

管内世帯数 3000世帯 4 11.4 8717.4 7638.12

3000〜4000世帯 7 20.0

4000〜8000世帯 6 17.1

8000〜15000世帯 8 22.9

15000世帯以上 5 14.3

高齢化率 30％以下 7 20.0 36.2 7.09

30〜35％ 7 20.0

35〜40％ 11 31.4

40％以上 8 22.9

新規相談 100人以下 5 14.3 1005.7 1311.75

100〜300人 5 14.3

300〜600人 5 14.3

600〜1000人 5 14.3

1000人以上 7 20.0

 

児島は、「家族・親族がおらず、または、いても

交流がない、遠方にいる、関係性の問題等のた

め、家族・親族からの支援が受けられない方」

と定義している 6）。山縣は、「『身寄り』という

言葉を定義することは困難であり、法的には親

族関係のある者が存在する場合にも、それらの

者が患者との関係を拒否する場合には『身寄り

がない人』に含める」としている 7）。富田は、

身寄りのない独居高齢者とは、「身寄りがいない

だけではなく、身寄りがいても何らかの理由で

身寄りと疎遠で連絡がとれない、支援を受けら

れない方も指している」8）。本稿では、身寄りの

ない方の定義として、身寄りがいないだけでな

く、身寄りいても何らかの理由で支援が受けら

れない方と定義する。 
身寄りのない方への支援課題として村上は、

「労働問題を背景とする低所得貧困問題、それ

を基底とする重層的な問題の一つの側面として

身元保証問題を捉える必要がある」と指摘する

9）。飯村は、身元保証人に求められる機能の分類

整理、5 つの機能分類に基づく身元保証人の代

替方策に対する現状と課題について、何れの機

能においても、成年後見人が制度的に身元保証

機能を完全に果たすことは難しいことを指摘し

ている 4）。つながる鹿児島は、「当事者、事業者、

支援者『三位一体』の取組みの必要性そして行

政の役割や責任についても、地域共生社会づく

りの過程な中で個別課題の解決を目指すにあた

っては、『身寄り』問題に限らずその他の課題に

おいても求められる共通の姿勢である」と指摘

している 10）。身寄り問題を構造的に理解するこ

と、身元保証機能を代替し得ないこと、普遍的

な課題であることが示されている。地域包括支

援センターは、総合的相談支援・権利擁護、共

通的支援基盤構築など機能を有している。身寄

り問題を切り口に地域課題への取り組みが、支

援者の負担を軽減し、住民の安心した暮らしに

つながる。 
高齢者世帯を主とした総合相談を行う地域

包括支援センターにおける全国調査の結果では、

新規相談受付において、「身寄りのない方」から

の相談及び「身寄りのない方に関する」相談が

「あった」と回答した地域包括支援センターが

86.6%であった 6）。また「身寄りのないことで支

援が困難な事例があった」と回答した地域包括

支援センターは 89.7%であった。包括的な相談

に応じる多くの現場において、身寄りのないこ

とが課題となる相談に直面している。星は、2040
年には「人数にして、高齢者の四人に一人に当

たる 1,000 万人以上が頼れない、または頼らな

い状態になる」と指摘している 11）。身寄りのな

い方への支援について、ガイドラインが策定さ

れ、運用されている（半田市、山縣、魚沼市な

ど）12−14）。 
本研究の目的は、地域包括支援センターで担

当する世帯において「身寄りのない方」の実数

を把握し、「身寄りのない方」に対する相談機関

の対応を分析する。その上で、「身寄りのない方」

への包括的な支援システムの構築につなげる実

践の方向性を明らかにすることである。具体的

には、新潟県内の地域包括支援センターを対象

に行ったアンケート調査の分析を通して、「身寄

りのない方」に対する相談機関における支援の

実態と課題を明らかにする。なお、本稿では、

「身寄りのない方」について、「緊急時に連絡先

がない世帯」「援助が見込めない」として把握す

る。 

方方法法  

 本研究で使用するデータは、アンケート調査

である。新潟県内のすべての地域包括支援セン

ター117 機関に対して郵送でアンケート票を送

付した（センター長宛）。アンケート票の返送に

ついては、同封した返信用封筒によって、各機

関から大学研究室宛の個別郵送とした。調査対

象者には、調査依頼文に匿名性とプライバシー

遵守、アンケート調査への回答は任意であるこ

とを明記し、アンケート用紙の回収をもって本

研究への協力に同意が得られたと判断する旨も

明記した。調査期間は 2022 年 3 月 15 日から 4
月 10 日。なお、本研究は、新潟県立大学倫理委

員会の倫理審査を受け、承認を得て実施された

ものである（2022 年 3 月、承認番号 2131）。 
アンケートの内容は、組織体制（運営方式、

職員数、管内人口・管内世帯数・高齢化率、新

規相談件数）、担当世帯（担当世帯数、緊急時に
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連絡先のない世帯数、連絡先はあるが援助が見

込めない世帯数）、身寄りのない方に関わる要望

への対応方針（保証人等、医療同意、金銭管理、

死後対応）、「身寄りのない方への相談支援につ

いて、課題やご意見をお聞かせてください」（記

述）である。 
内容分析には KH Coder（ver.3）を用いた。KH 

Coder は、樋口耕一が開発したテキスト型デー

タを計量的に分析することができるソフトウェ

アである 15）。この分析方法により、抽出語や語

の出現数が明らかになるため、恣意的な解釈を

回避することができ、客観的に全体像を明らか

にすることができる。 

結結果果  

１ 身寄りのない方の実数 

（1）基本属性 
調査の結果、回答数は 35 機関、回答率は

29.9％であった。新潟県 32 市町村のうち 19 市

町村から回答があり、所在地は 13 市 6 町村で

あった。運営方式は、直営 7、委託 28 であった

（表 1）。なお、直営の地域包括支援センターの

所在地は、2 市 5 町村であり、市部では委託が

多く、町村部では直営が多い。 
 
表 1 基本属性 

 

（出所）アンケート結果より作成 
 

管轄地域の状況については、2021 年について

尋ねている。1 機関における担当職員数につい

ては、「5 人以下」37.1％、「6〜10 人」48.6％で、

10 人以下が 9 割であった。回答機関全体の職員

数平均は 7.1 人で、これを運営方式別にみると

直営は平均 9.357 人、委託は平均 6.481 人であ

った。 
管内人口は、「1,000 人未満」2.9％、「1,000 人

〜1 万人」28.6％、「1〜2 万人」22.9％、「2〜3 万

人」17.1％、「3 万人以上」22.9％であった。回答

機関全体の管内人口の平均は 21,261 人で、これ

を運営方式別にみると直営は平均 20,716 人、委

託は平均 21,407 人であった。 
高齢化率は、「30％未満」20.0％、「30〜35％」

20.0％、「35〜40％」31.4％、「40％以上」22.9％
であった。回答機関全体の高齢化率の平均は

36.2％であり、直営は平均 41.7％、委託は平均

34.7％であった。高齢化率については、直営の地

域包括支援センターの方が高い傾向がみられた。

なお、新潟県の高齢化率（2021 年 10 月 1 日時

点）は 34.4％であり、回答機関の高齢化率が若

干高かった。 
（2）連絡先のない世帯・援助が見込めない世帯 

地域包括支援センター全体での担当世帯

（2022 年 3 月）のうち、「緊急時に連絡先のな

い世帯」「連絡先はあるが援助が見込めない世帯」

がそれぞれ何世帯あるかを尋ねた。 
「緊急時に連絡先のない世帯数」は、「0」7、

「実数記入 1〜308」13、「不明」7、「無回答」8
であった。「連絡先はあるが援助が見込めない世

帯数」は、「0」4、「実数記入 1〜195」17、「不明」

7、「無回答」7 であった。「不明」が 2 割、「無

回答」が 2 割を占めていた。無回答の理由とし

て「世帯での抽出に時間がかかるため」「身内で

は連絡先がないが近所や友人が連絡先になって

いるケースもあり、どの数字を入れていいか迷

ったため未記入」「把握していない」という但し

書きの記載があった。機関によっては、緊急時

に連絡先がない、援助が見込めない世帯を把握

できていない、把握していないことが伺える。 
そのなかで、機関全体での担当世帯数、「緊急

時に連絡先のない世帯数」、「連絡先はあるが援

助が見込めない世帯数」のすべてに記載があっ

項目 カテゴリー 度数 ％ M SD

運営方式 直営 7 20.0

委託 28 80.0

職員数 5人以下 13 37.1 7.1 5.08

6〜10人 17 48.6

11人以上 4 11.4

管内人口 1000人未満 1 2.9 21261.0 16213.50

1000人〜1万人 10 28.6

1〜2万人 8 22.9

2〜3万人 6 17.1

3万人以上 8 22.9

管内世帯数 3000世帯 4 11.4 8717.4 7638.12

3000〜4000世帯 7 20.0

4000〜8000世帯 6 17.1

8000〜15000世帯 8 22.9

15000世帯以上 5 14.3

高齢化率 30％以下 7 20.0 36.2 7.09

30〜35％ 7 20.0

35〜40％ 11 31.4

40％以上 8 22.9

新規相談 100人以下 5 14.3 1005.7 1311.75

100〜300人 5 14.3

300〜600人 5 14.3

600〜1000人 5 14.3

1000人以上 7 20.0

 

児島は、「家族・親族がおらず、または、いても

交流がない、遠方にいる、関係性の問題等のた

め、家族・親族からの支援が受けられない方」

と定義している 6）。山縣は、「『身寄り』という

言葉を定義することは困難であり、法的には親

族関係のある者が存在する場合にも、それらの

者が患者との関係を拒否する場合には『身寄り

がない人』に含める」としている 7）。富田は、

身寄りのない独居高齢者とは、「身寄りがいない

だけではなく、身寄りがいても何らかの理由で

身寄りと疎遠で連絡がとれない、支援を受けら

れない方も指している」8）。本稿では、身寄りの

ない方の定義として、身寄りがいないだけでな

く、身寄りいても何らかの理由で支援が受けら

れない方と定義する。 
身寄りのない方への支援課題として村上は、

「労働問題を背景とする低所得貧困問題、それ

を基底とする重層的な問題の一つの側面として

身元保証問題を捉える必要がある」と指摘する

9）。飯村は、身元保証人に求められる機能の分類

整理、5 つの機能分類に基づく身元保証人の代

替方策に対する現状と課題について、何れの機

能においても、成年後見人が制度的に身元保証

機能を完全に果たすことは難しいことを指摘し

ている 4）。つながる鹿児島は、「当事者、事業者、

支援者『三位一体』の取組みの必要性そして行

政の役割や責任についても、地域共生社会づく

りの過程な中で個別課題の解決を目指すにあた

っては、『身寄り』問題に限らずその他の課題に

おいても求められる共通の姿勢である」と指摘

している 10）。身寄り問題を構造的に理解するこ

と、身元保証機能を代替し得ないこと、普遍的

な課題であることが示されている。地域包括支

援センターは、総合的相談支援・権利擁護、共

通的支援基盤構築など機能を有している。身寄

り問題を切り口に地域課題への取り組みが、支

援者の負担を軽減し、住民の安心した暮らしに

つながる。 
高齢者世帯を主とした総合相談を行う地域

包括支援センターにおける全国調査の結果では、

新規相談受付において、「身寄りのない方」から

の相談及び「身寄りのない方に関する」相談が

「あった」と回答した地域包括支援センターが

86.6%であった 6）。また「身寄りのないことで支

援が困難な事例があった」と回答した地域包括

支援センターは 89.7%であった。包括的な相談

に応じる多くの現場において、身寄りのないこ

とが課題となる相談に直面している。星は、2040
年には「人数にして、高齢者の四人に一人に当

たる 1,000 万人以上が頼れない、または頼らな

い状態になる」と指摘している 11）。身寄りのな

い方への支援について、ガイドラインが策定さ

れ、運用されている（半田市、山縣、魚沼市な

ど）12−14）。 
本研究の目的は、地域包括支援センターで担

当する世帯において「身寄りのない方」の実数

を把握し、「身寄りのない方」に対する相談機関

の対応を分析する。その上で、「身寄りのない方」

への包括的な支援システムの構築につなげる実

践の方向性を明らかにすることである。具体的

には、新潟県内の地域包括支援センターを対象

に行ったアンケート調査の分析を通して、「身寄

りのない方」に対する相談機関における支援の

実態と課題を明らかにする。なお、本稿では、

「身寄りのない方」について、「緊急時に連絡先

がない世帯」「援助が見込めない」として把握す

る。 

方方法法  

 本研究で使用するデータは、アンケート調査

である。新潟県内のすべての地域包括支援セン

ター117 機関に対して郵送でアンケート票を送

付した（センター長宛）。アンケート票の返送に

ついては、同封した返信用封筒によって、各機

関から大学研究室宛の個別郵送とした。調査対

象者には、調査依頼文に匿名性とプライバシー

遵守、アンケート調査への回答は任意であるこ

とを明記し、アンケート用紙の回収をもって本

研究への協力に同意が得られたと判断する旨も

明記した。調査期間は 2022 年 3 月 15 日から 4
月 10 日。なお、本研究は、新潟県立大学倫理委

員会の倫理審査を受け、承認を得て実施された

ものである（2022 年 3 月、承認番号 2131）。 
アンケートの内容は、組織体制（運営方式、

職員数、管内人口・管内世帯数・高齢化率、新

規相談件数）、担当世帯（担当世帯数、緊急時に
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たのは、9 機関であった（表 2）。その概要をみ

ると、機関全体の担当世帯数としては 100〜300
件で、そのうち「緊急時に連絡先のない世帯数」

1〜35 件、「連絡先はあるが援助が見込めない世

帯数」2〜40 件であった。担当世帯に占める緊

急時に連絡先のない世帯の割合は、平均 7.1％、

最大 25.0％であった。担当世帯に占める援助が

見込めない世帯の割合は、平均 9.2％、最大

24.7％であった。 
 
表 2 緊急連絡先のない世帯・援助が見込めな

い世帯 

 
（出所）表 1 と同じ 
 

２ 身寄りのない方への地域包括支援センター

としての対応 

身寄りのない方に関わる要望への対応とし

て、「保証人等」「医療同意」「金銭管理」「死後

対応」の 4 項目を先行研究から設定した 4-6）。 
 
表 3 相談者に関わる要望への対応 

 
（出所）表 1 と同じ 
 

結果は（表 3）、保証人等、医療同意の項目で、

「要望に応じない方針」が 8 割を超えていた。

特に、「保証人等」では 9 割を超えていた。「要

望に応じる方針」「事情により応じる場合がある」

という要望に応じているのは 1 割以下であった。

「金銭管理」「死後対応」については、「事情に

より応じる場合がある」「要望に応じる方針」の

合計が、それぞれ 22.9％、13.3％で、要望の内

容に応じて対応しているところもみられた。つ

ながる鹿児島（2019）の結果と比較すると（表

4）、全体的に本調査結果は「要望に応じない方

針」の割合が高かった。なお、「保証人等」「医

療同意」と比べて、「金銭管理」「死後対応」で、

「事情により応じる場合がある（「事情により柔

軟に対応する」）」「方針未定」が高いのは、つな

がる鹿児島と同様の結果であった。 
 
表 4 相談者に関わる要望への対応（つながる

鹿児島） 

 

（出所）つながる鹿児島 6）より作成 

 

この 4 つの要望すべてに対して「要望に応じ

ない方針」は 23 機関で、65.7％を占めていた。

その他、すべてで「要望に応じる方針」は 1 機

関、「方針未定」は 1 機関、「何らかの要望につ

いて応じる場合があるもしくは方針未定」は 9
機関であった。地域包括支援センターとしては、

その多くは要望（保証人等、医療同意、金銭管

理、死後対応）に応じないという方針が定まっ

ていると考えられる。 
 
３ テキストデータよる自由記述内容の分析 

（1）最頻語 
「身寄りのない方への相談支援について、課

題や意見をお聞かせてください」という設問に

対し、29 件の自由回答があった。分析には、テ

キストマイニングソフトである「KH Coder」を

用いた。分析を行う前に、記述内容にみられる

頻出語の出現パターンを確認し、同じ意味で表

記に揺れがあると思われた用語について確認し、

用語の統一を行った。「包括」→「包括支援セン

ター」、「ケアマネ、CM、ケアマネジャー、ケア

マネージャー」→「ケアマネ」、「短期入所、シ

ョートステイ」→「短期入所」、「安サポ、日自」

→「日常生活自立支援事業」、「生保」→「生活

保護」とした。 

番号 職員数
管内人口

（万人）

高齢化率

（％）
新規相談 担当世帯

緊急連絡先

のない世帯

援助が見込

めない世帯

1 7 2.4 37.6 666 162 35 40

2 8 5.8 22.4 700 120 30 25

3 9 4.4 25.0 2736 329 15 21

4 6 3.5 28.1 260 220 6 3

5 8 3.9 29.2 966 124 1 2

6 7 2.3 30.2 174 200 3 7

7 6 2.6 28.2 4535 104 3 2

8 4 2.7 36.0 350 138 5 25

9 4 0.8 39.1 450 130 2 5

要望には応

じない
要望に応じる

事情により応じ

る場合がある
方針未定 無回答 合計

32 1 1 1 35

91.4% 2.9% 2.9% 2.9% 100.0%

29 1 2 2 1 35

82.9% 2.9% 5.7% 5.7% 2.9% 100.0%

25 1 7 1 1 35

71.4% 2.9% 20.0% 2.9% 2.9% 100.0%

25 1 4 4 1 35

71.4% 2.9% 11.4% 11.4% 2.9% 100.0%

保証人等

医療同意

金銭管理

死後対応

要望には応

じない方針

である

要望に応じる

方針である

事情により柔軟

に対応する
方針未定 無回答 合計

503 18 122 89 44 776

64.8% 2.3% 15.7% 11.5% 5.7% 100.0%

506 13 114 97 46 776

65.2% 1.7% 14.7% 12.5% 5.9% 100.0%

399 24 234 74 45 776

51.4% 3.1% 30.2% 9.5% 5.8% 100.0%

444 12 152 122 46 776

57.2% 1.5% 19.6% 15.7% 5.9% 100.0%

金銭管理

死後対応

保証人等

医療同意

 

また、複合語のパターンを確認して、「身元保

証」「身元引受」「成年後見」「緊急連絡先」など

を強制抽出語として指定した。 
 

表 5 抽出語トップ 45 

 

（出所）表 1 と同じ 
 

総抽出語数 2,630、異なり語数 575、文が 100
抽出された。出現率が高い（出現回数 4 回以上）

抽出語は 45 あった（表 5）。質問にある「身寄

り」「支援」の出現回数が多く、ついで、質問に

対する課題、意見につながる「対応」「必要」「思

う」「考える」という語が多い。さらに、具体的

な関連機関、制度として、「病院」「施設」「成年

後見」「制度」「利用」「ケアマネ」などの語が多

い。 
 
（2）共起ネットワーク 

次に、この上位 45 の用語の抽出語を用いて、

共起ネットワークを確認した（図 1）。共起ネッ

トワークでは、出現パターンが似通った語、共

起の程度が強い語を線で結びネットワークとし

て示すものであり、お互いに強く結びついてい

る部分ごとにグループ分けされる 15）。 
そこから、意味のまとまりとして、①「地域

包括支援センター、ケアマネジャーによる対応」、

②「成年後見制度の利用と課題」、③「身寄りの

ない方に対する相談支援の課題」、④「病院が求

めること」とした。 
 

 

 
図 1 自由記述の共起ネットワーク図 
 

抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数

1 身寄り 26 16 成年後見 8 31 時間 5

2 支援 24 17 入所 8 32 身元引受 5

3 対応 20 18 ケアマネ 7 33 増える 5

4 必要 19 19 介護 7 34 地域 5

5 病院 15 20 相談 7 35 難しい 5

6 思う 14 21 同乗 7 36 ケース 4

7 利用 14 22 入院 7 37 業務外 4

8 多い 13 23 本人 7 38 金銭管理 4

9 考える 12 24 サービス 6 39 苦慮 4

10 包括支援センター 12 25 緊急連絡先 6 40 状況 4

11 施設 11 26 困る 6 41 担当 4

12 場合 11 27 事業 6 42 断る 4

13 制度 11 28 医療同意 5 43 搬送 4

14 関係 10 29 機関 5 44 問題 4

15 救急 9 30 求める 5 45 役割 4
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ながる鹿児島（2019）の結果と比較すると（表

4）、全体的に本調査結果は「要望に応じない方
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この 4 つの要望すべてに対して「要望に応じ

ない方針」は 23 機関で、65.7％を占めていた。

その他、すべてで「要望に応じる方針」は 1 機

関、「方針未定」は 1 機関、「何らかの要望につ

いて応じる場合があるもしくは方針未定」は 9
機関であった。地域包括支援センターとしては、

その多くは要望（保証人等、医療同意、金銭管

理、死後対応）に応じないという方針が定まっ

ていると考えられる。 
 
３ テキストデータよる自由記述内容の分析 

（1）最頻語 
「身寄りのない方への相談支援について、課

題や意見をお聞かせてください」という設問に

対し、29 件の自由回答があった。分析には、テ

キストマイニングソフトである「KH Coder」を

用いた。分析を行う前に、記述内容にみられる

頻出語の出現パターンを確認し、同じ意味で表

記に揺れがあると思われた用語について確認し、

用語の統一を行った。「包括」→「包括支援セン

ター」、「ケアマネ、CM、ケアマネジャー、ケア

マネージャー」→「ケアマネ」、「短期入所、シ

ョートステイ」→「短期入所」、「安サポ、日自」

→「日常生活自立支援事業」、「生保」→「生活

保護」とした。 

番号 職員数
管内人口

（万人）

高齢化率

（％）
新規相談 担当世帯

緊急連絡先

のない世帯

援助が見込

めない世帯

1 7 2.4 37.6 666 162 35 40
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5 8 3.9 29.2 966 124 1 2

6 7 2.3 30.2 174 200 3 7

7 6 2.6 28.2 4535 104 3 2

8 4 2.7 36.0 350 138 5 25

9 4 0.8 39.1 450 130 2 5

要望には応

じない
要望に応じる

事情により応じ
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次に、この上位 45 の用語の抽出語を用いて、

共起ネットワークを確認した（図 1）。共起ネッ

トワークでは、出現パターンが似通った語、共

起の程度が強い語を線で結びネットワークとし

て示すものであり、お互いに強く結びついてい

る部分ごとにグループ分けされる 15）。 
そこから、意味のまとまりとして、①「地域

包括支援センター、ケアマネジャーによる対応」、

②「成年後見制度の利用と課題」、③「身寄りの

ない方に対する相談支援の課題」、④「病院が求

めること」とした。 
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表 5 抽出語トップ 45 

 

（出所）表 1 と同じ 
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トワークでは、出現パターンが似通った語、共

起の程度が強い語を線で結びネットワークとし

て示すものであり、お互いに強く結びついてい

る部分ごとにグループ分けされる 15）。 
そこから、意味のまとまりとして、①「地域

包括支援センター、ケアマネジャーによる対応」、

②「成年後見制度の利用と課題」、③「身寄りの

ない方に対する相談支援の課題」、④「病院が求

めること」とした。 
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①〈包括支援センター−ケアマネ−介護−サービス

−利用−断る−難しい〉等では、「利用−サービス−

断る」の共起や「ケアマネ−地域−難しい」の共

起がみられた。②〈成年後見−制度−身元引受−緊

急連絡先−機関〉等では、「成年後見−制度−身元

引受」の共起や「機関−身元引受−緊急連絡先」

の共起がみられた。③〈関係−対応−身寄り−支援

−考える−必要〉等では、身寄りのない方への支

援として、「対応−関係」の共起や「考える−思う

−必要」の共起がみられた。④〈本人−求める−病

院−入院−入所−施設〉では、「病院」が「入院−入

所−求める」の共起や「本人−求める」の共起が

みられた。 
意味のまとまりごとの自由記述のデータは、

下記の通りである（下線は筆者）。 
 
①「地域包括支援センター、ケアマネジャーに

よる対応」 
「介護サービスを利用したくても身寄りがいな

いことを理由に施設から断られることがほとん

どです。ご本人も不安を抱えながら過ごすこと

になりますが、担当の支援者も困り果て、疲弊

しています」「救急車を呼んでも同乗してくれる

人がいないと、包括支援センターの職員が呼ば

れたり、ケアマネジャーが呼ばれて、同乗を求

められます」「サービスを利用するにあたり、本

人以外の連絡先や身元引受人を求められること

が多い」「包括支援センターに対応を安易に求め

られるため、どこまで対応するべきか悩むこと

がある」「私たちが職分を超えて身元保証人や身

元引受人の役割を担うことを良しとは考えてお

りません」「包括支援センター職員やケアマネジ

ャーは業務外の支援をして身寄りのない方の支

援をしている」「頼れるお身内がいてもいなくて

も必要な社会資源を選んで利用していける世の

中になって欲しいし、一定の機関だけが苦労し

て業務外の活動をしなくて済むやり方に変えた

いです」 
 
②「成年後見制度の利用と課題」 
「金銭管理ができなくなり、後見人制度や日常

生活自立支援事業へ繋げるまでの期間、誰が管

理をするのかが問題になる。制度に繋げるまで

時間がかかる。身元保証人、身元引受人、緊急

連絡先それぞれ役割は違うが、役割の内容がい

まいち明確化されていないように思う」「早めに

後見制度につなげたくても利用者の了解が得ら

れなかったり、同意が得られても後見人不足で

制度の利用がすすまない」「身寄りのない方に成

年後見制度の活用を関係者から相談を受けるこ

とが多い。しかし制度を正しく理解されていな

いことが多い」「緊急連絡先がない場合、短期入

所や施設入所などの選定や、利用自体で選択肢

がせまくなってしまうことが多い。成年後見制

度の利用へつなげる場合が多いが、申立費用が

なかったり、申立までの間でも包括支援センタ

ーが担うところが多く負担が大きい」「成年後見

を考慮するが、本人の理解や同意をとるのが困

難である」「成年後見が必要だと思うが、お金も

ない。理解も難しい時、どうしていったらいい

のか困る」 
 

③「身寄りのない方に対する相談支援の課題」 
「なぜ身寄りがない人が増えているのか、根本

となる原因を探らなければ対応に追われるだけ

だと考えます」「きちんとした方針がないまま、

その時その時に応じて対応を考えているので、

事業所として考える必要があると思う。病院入

院、施設でも身寄りがない人への方針について

考える必要があると思う」「身寄りなしの相談支

援は市役所の課を超えた支援チームと包括支援

センターとの連携が必要だと思う」「『身寄りな

し問題』できるだけ多くの機関、専門職と共有

し、現実的な解決に向けた支援の検討を重ねな

がら、必要においては行政への要請や提案を重

ねながら、取り組んでいかねばならないと思っ

ております」 
 

④「病院が求めること」 
「入院時に病院としては、延命措置を望むかど

うか本人に確認を取るが、わからず答えられな

い方が多い」「ゴミ屋敷の状態の方が入院となる

と、入院時の必要物品が備えられず、しかし病

院側から求められるケースが続いており、苦慮

している状況がある」「受診に来ないと病院から

包括支援センターに電話がきて、安否確認をし

 

てきて下さいとの依頼があるが、本人との関係

を築いていないなかでの安否確認は難しい面も

ある。誰の困りごとなのか。病院が困って心配

になって包括支援センターに電話をかけてくる

こともあるかもしれない」「病院はそれぞれ対応

が違うため困ることが多い」「病院から医療同意

を求められても隣近所の人が乗って行ったので

は対処できない」「元気な時は良いが、要介護状

態になった時など入院、入所時の緊急連絡先が

ないと利用できない」 

考考察察  

身寄りがないことで、適切な支援につながら

ず、利用者の不安、担当者・支援者の疲弊の様

子がみられた。多くの地域包括支援センターで

は、保証人等、医療同意、金銭管理、死後対応

の要望に応じない方針であった。 
地域包括支援センターによっては担当世帯

の 2 割が、緊急時に援助が見込めない状況があ

った。実際、「施設から断られ」「救急搬送の時

に受け入れをしてもらえない」「（救急車への）

同乗が求められ」といった相談者に身寄りがい

ないことによって、地域包括支援センターが、

対応に苦慮されている状況が多数挙げられてい

た。地域包括支援センターの職員、ケアマネジ

ャーが業務外での対応を求められ、そのことは

「苦慮」「負担が増える」という言葉に示されて

いる。 
成年後見制度の利用事例では、「緊急連絡先」

「身元引受」などに対応している様子がみられ

た。また、「活用に時間がかかる」「お金がかか

る」「（相談者、支援者含めて）制度が理解され

ていない」「利用に同意を得られても後見人が不

足していていない」といった成年後見制度の定

着に向けた課題が示されていた。 
これらに対して、「地域において相談者に対

する共通認識が足りない」「組織として先延ばし

になってしまっている」ことなどが挙げられて

いる。地域の専門機関が共同して取り組むこと、

行政とともに一緒に対応していくこと、対処療

法的な対応ではなく、事前に準備しておくこと

が挙げられていた。あわせて「なぜ身寄りがな

い人が増えているのか、根本となる原因を探ら

なければ対応に追われるだけ」と指摘があり、

課題を構造的に捉える視点も重要である。 

結結語語  

 「介護保険のサービス事業所や居宅介護支援

事業所の介護支援専門員に、救急搬送時同乗者

が見つけられずに立ち往生しそうな方を尋ねて

洗い出しました。その数が問 4（緊急時に連絡

先のない世帯数、連絡先はあるが援助が見込め

ない世帯数）で記載した 20 件となります。年度

末にかけてその 20 件を一例一例、個別地域ケ

ア会議を開催して、ケースごとに緊急時の対応

について、関係者に参集願い、話し合いをしま

した」と、実数の把握を通して、支援体制の構

築につながる取り組みがみられた。 
「病院から医療同意を求められても隣近所

の人が乗って行ったのでは対処できないので、

医療機関側には同乗者がいなくてもどのような

手立てを講じたら救急時の受け入れをしてもら

えるのか、医療介護センターの方で、医療側と

懇談会を定期開催してくれています」と、具体

的な対応策を関連機関と協議をし、検討してい

る取り組みもあった。 
「地域から孤立している身寄りのない方の

支援が難しく、居宅ケアマネジャーの負担が大

きかったために包括支援センターの呼びかけに

よって行政や医師、各関係者で集まり協議を行

い、担当ケアマネジャーの負担軽減ができるよ

う対応を行った」と協議を通して、負担が偏ら

ない、負担軽減に向けた取り組みが行われてい

た。 
こうした 1 つ 1 つの取り組みが、地域のつな

がり、相談者の権利擁護となっている。実数の

把握、具体的な対応策の模索など、関係機関と

の懇談・連携を通した取り組みが大きな力にな

っている。あわせて、地域包括支援センターの

機能としての地域づくりに向けて、地域資源の

充実とあわせて行政との連携が重要である。 

謝謝辞辞  

 「新潟県立大学令和 3 年度地域連携センター

地域活動支援事業」の助成を受けた研究の成果

である。 
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身寄りのない方に対する地域包括支援センターの取り組みと課題

 

①〈包括支援センター−ケアマネ−介護−サービス

−利用−断る−難しい〉等では、「利用−サービス−

断る」の共起や「ケアマネ−地域−難しい」の共

起がみられた。②〈成年後見−制度−身元引受−緊

急連絡先−機関〉等では、「成年後見−制度−身元

引受」の共起や「機関−身元引受−緊急連絡先」

の共起がみられた。③〈関係−対応−身寄り−支援

−考える−必要〉等では、身寄りのない方への支

援として、「対応−関係」の共起や「考える−思う

−必要」の共起がみられた。④〈本人−求める−病

院−入院−入所−施設〉では、「病院」が「入院−入

所−求める」の共起や「本人−求める」の共起が

みられた。 
意味のまとまりごとの自由記述のデータは、

下記の通りである（下線は筆者）。 
 
①「地域包括支援センター、ケアマネジャーに

よる対応」 
「介護サービスを利用したくても身寄りがいな

いことを理由に施設から断られることがほとん

どです。ご本人も不安を抱えながら過ごすこと

になりますが、担当の支援者も困り果て、疲弊

しています」「救急車を呼んでも同乗してくれる

人がいないと、包括支援センターの職員が呼ば

れたり、ケアマネジャーが呼ばれて、同乗を求

められます」「サービスを利用するにあたり、本

人以外の連絡先や身元引受人を求められること

が多い」「包括支援センターに対応を安易に求め

られるため、どこまで対応するべきか悩むこと

がある」「私たちが職分を超えて身元保証人や身

元引受人の役割を担うことを良しとは考えてお

りません」「包括支援センター職員やケアマネジ

ャーは業務外の支援をして身寄りのない方の支

援をしている」「頼れるお身内がいてもいなくて

も必要な社会資源を選んで利用していける世の

中になって欲しいし、一定の機関だけが苦労し

て業務外の活動をしなくて済むやり方に変えた

いです」 
 
②「成年後見制度の利用と課題」 
「金銭管理ができなくなり、後見人制度や日常

生活自立支援事業へ繋げるまでの期間、誰が管

理をするのかが問題になる。制度に繋げるまで

時間がかかる。身元保証人、身元引受人、緊急

連絡先それぞれ役割は違うが、役割の内容がい

まいち明確化されていないように思う」「早めに

後見制度につなげたくても利用者の了解が得ら

れなかったり、同意が得られても後見人不足で

制度の利用がすすまない」「身寄りのない方に成

年後見制度の活用を関係者から相談を受けるこ

とが多い。しかし制度を正しく理解されていな

いことが多い」「緊急連絡先がない場合、短期入

所や施設入所などの選定や、利用自体で選択肢

がせまくなってしまうことが多い。成年後見制

度の利用へつなげる場合が多いが、申立費用が

なかったり、申立までの間でも包括支援センタ

ーが担うところが多く負担が大きい」「成年後見

を考慮するが、本人の理解や同意をとるのが困

難である」「成年後見が必要だと思うが、お金も

ない。理解も難しい時、どうしていったらいい

のか困る」 
 

③「身寄りのない方に対する相談支援の課題」 
「なぜ身寄りがない人が増えているのか、根本

となる原因を探らなければ対応に追われるだけ

だと考えます」「きちんとした方針がないまま、

その時その時に応じて対応を考えているので、

事業所として考える必要があると思う。病院入

院、施設でも身寄りがない人への方針について

考える必要があると思う」「身寄りなしの相談支

援は市役所の課を超えた支援チームと包括支援

センターとの連携が必要だと思う」「『身寄りな

し問題』できるだけ多くの機関、専門職と共有

し、現実的な解決に向けた支援の検討を重ねな

がら、必要においては行政への要請や提案を重

ねながら、取り組んでいかねばならないと思っ

ております」 
 

④「病院が求めること」 
「入院時に病院としては、延命措置を望むかど

うか本人に確認を取るが、わからず答えられな

い方が多い」「ゴミ屋敷の状態の方が入院となる

と、入院時の必要物品が備えられず、しかし病

院側から求められるケースが続いており、苦慮

している状況がある」「受診に来ないと病院から

包括支援センターに電話がきて、安否確認をし

 

てきて下さいとの依頼があるが、本人との関係

を築いていないなかでの安否確認は難しい面も

ある。誰の困りごとなのか。病院が困って心配

になって包括支援センターに電話をかけてくる

こともあるかもしれない」「病院はそれぞれ対応

が違うため困ることが多い」「病院から医療同意

を求められても隣近所の人が乗って行ったので

は対処できない」「元気な時は良いが、要介護状

態になった時など入院、入所時の緊急連絡先が

ないと利用できない」 

考考察察  

身寄りがないことで、適切な支援につながら

ず、利用者の不安、担当者・支援者の疲弊の様

子がみられた。多くの地域包括支援センターで

は、保証人等、医療同意、金銭管理、死後対応

の要望に応じない方針であった。 
地域包括支援センターによっては担当世帯

の 2 割が、緊急時に援助が見込めない状況があ

った。実際、「施設から断られ」「救急搬送の時

に受け入れをしてもらえない」「（救急車への）

同乗が求められ」といった相談者に身寄りがい

ないことによって、地域包括支援センターが、

対応に苦慮されている状況が多数挙げられてい

た。地域包括支援センターの職員、ケアマネジ

ャーが業務外での対応を求められ、そのことは

「苦慮」「負担が増える」という言葉に示されて

いる。 
成年後見制度の利用事例では、「緊急連絡先」

「身元引受」などに対応している様子がみられ

た。また、「活用に時間がかかる」「お金がかか

る」「（相談者、支援者含めて）制度が理解され

ていない」「利用に同意を得られても後見人が不

足していていない」といった成年後見制度の定

着に向けた課題が示されていた。 
これらに対して、「地域において相談者に対

する共通認識が足りない」「組織として先延ばし

になってしまっている」ことなどが挙げられて

いる。地域の専門機関が共同して取り組むこと、

行政とともに一緒に対応していくこと、対処療

法的な対応ではなく、事前に準備しておくこと

が挙げられていた。あわせて「なぜ身寄りがな

い人が増えているのか、根本となる原因を探ら

なければ対応に追われるだけ」と指摘があり、

課題を構造的に捉える視点も重要である。 

結結語語  

 「介護保険のサービス事業所や居宅介護支援

事業所の介護支援専門員に、救急搬送時同乗者

が見つけられずに立ち往生しそうな方を尋ねて

洗い出しました。その数が問 4（緊急時に連絡

先のない世帯数、連絡先はあるが援助が見込め

ない世帯数）で記載した 20 件となります。年度

末にかけてその 20 件を一例一例、個別地域ケ

ア会議を開催して、ケースごとに緊急時の対応

について、関係者に参集願い、話し合いをしま

した」と、実数の把握を通して、支援体制の構

築につながる取り組みがみられた。 
「病院から医療同意を求められても隣近所

の人が乗って行ったのでは対処できないので、

医療機関側には同乗者がいなくてもどのような

手立てを講じたら救急時の受け入れをしてもら

えるのか、医療介護センターの方で、医療側と

懇談会を定期開催してくれています」と、具体

的な対応策を関連機関と協議をし、検討してい

る取り組みもあった。 
「地域から孤立している身寄りのない方の

支援が難しく、居宅ケアマネジャーの負担が大

きかったために包括支援センターの呼びかけに

よって行政や医師、各関係者で集まり協議を行

い、担当ケアマネジャーの負担軽減ができるよ

う対応を行った」と協議を通して、負担が偏ら

ない、負担軽減に向けた取り組みが行われてい

た。 
こうした 1 つ 1 つの取り組みが、地域のつな

がり、相談者の権利擁護となっている。実数の

把握、具体的な対応策の模索など、関係機関と

の懇談・連携を通した取り組みが大きな力にな

っている。あわせて、地域包括支援センターの

機能としての地域づくりに向けて、地域資源の

充実とあわせて行政との連携が重要である。 
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ABSTRACT 
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This study aims to clarify the practice of Fidelity Guarantees (Mimoto-Hosho) at community comprehensive 

centers. Providing appropriate support to elderly persons in households without relatives is challenging. 

 In Japan, when a patient is admitted to a hospital or an elderly person is admitted to a welfare facility, a 

supporter called a “fidelity guarantor” (mimoto-hoshonin) is required. Traditionally, this support has been provided 

by relatives living together or close to one another. However according to NPO survey results, nearly 90% of 

community comprehensive centers have received consultations about people who have no relatives. For such 

situations, guidelines and manuals have been prepared by administrative and local governments for the issue of 

Fidelity Guarantees (Mimoto-Hosho). A questionnaire survey administered at the comprehensive community 

support center in Niigata Prefecture showed that determining the number of households that have no emergency 

contact or cannot expect assistance in an emergency is difficult. To compound the problem, two-thirds of 

community support centers have a policy of ignoring requests for fidelity guarantors, medical consent, financial 

management, or post-mortem care. As a result, the users, staff of comprehensive community support centers, and 

care managers face confusion in the gap between the legal system and the counseling and support organizations. 

From obtaining the actual number of households unlikely to receive assistance, efforts were also made to 

coordinate with the related organizations to determine individual household situations and how to deal with them. 

Furthermore, the role and cooperation of public institutions are also crucial in implementing fidelity guarantees. 

 

Key Words: community comprehensive support center, fidelity guarantees (Mimoto-Hosho), adult guardianship, 

cooperation 
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「「質質量量保保存存のの法法則則」」・・「「アアルルキキメメデデススのの原原理理（（浮浮力力））」」・・「「密密度度」」，，３３者者のの

理理解解ととそそのの関関係係にに関関すするる調調査査研研究究  

斎藤 裕 1* 
 

「力」概念の１つとして「浮力」の学習があるが、「浮力」について幾つかの誤れる認識

が存在すると言われている。1 つ目は「深さ理論」、2 つ目は「平ら理論」、3 つ目は「重さ

理論」）である。しかし、これらの誤認識の改善だけで「浮力の認知」が確立できるかどう

か、疑わしい。それは、これらの誤認識が「水中の浮力」に関わるものだからである。「浮

力」は、水中に限定されるものではない。「流体；液体及び気体」において考慮されるべき

「力」であり、「浮力がわかる」ということは、液体中でも、気体中でもその有り様がわか

るということである。そして、最も重要だと思われるもう 1 つの点がある。それは、「質量

保存の法則」の理解との関係である。「物体が押しのけている流体の重さ（重量）」が「浮

力」であり、「流体の密度」という視点がなければ、『アルキメデスの原理』は理解できず、

「浮力」の理解も不十分となろう。これまでの「浮力」の誤認識の研究調査では、この３

者的視点ではなされていない。そのような問題意識から、本研究（調査）は「質量保存の

法則」関連問題，流体を想定した「浮力」問題－液体の密度の違い問題、及び流体として

の気体（「空気」）問題，３種理論関連問題を用意し、大学生は「質量保存の法則」「浮力」

「密度」をどのように理解しているのか，を調べ、「浮力」理解への道標を模索した。 
 結果、①質量保存の法則；「言葉」的に知っているが、事例判断となるとその物質の性質

（例えば“水素”は軽い）によってしまう。 ②アルキメデスの原理（浮力の法則）；「言葉」

的にも殆ど知られておらず、“浮く”場合のみ浮力は働き、その物体の重さは“０”になる，

それは流体の密度に関係ない」という認識の者が多い。 ③浮力は流体の特性として認識し

ていない。「空気（気体）にも浮力がある」ことに気づかない。④「浮力」は存在すること

はわかっているが、「アルキメデスの原理」的理解は全くない。 
 この結果を踏まえ、「浮力」を考える際、学習指導要領的に“圧”から考えるのではなく、

①まず「質量保存の法則」の本質を理解させる－全ての物質には重さがある，②見かけ上

その重さが変化するのは、その物質の周りの流体がその体積分支えているからだ，その支

える力が「浮力」であり、流体の特性と考える，③支える力（浮力）はその流体に密度に

関係する，この 3 点を意識的に教育内容とする必要があると考える。 
 
キキーーワワーードド：：：質量保存の法則 浮力 アルキメデスの原理 密度 大学生 

 

研研究究のの背背景景とと目目的的  

中学校では、１年生理科－「力と圧力」とい

う単元の中で「浮力」の学習が規定されている。

その内容は、①水中にある物体には浮力が働く

こと，②（その際）浮力は物体の上面と下面と

の水圧の差によって生ずること，となっており、

また併せて「深い学び」として「浮力の大きさ

は水に沈んでいる物体の体積に依存する」こと

も学びの目標となっている。 

 このような「力」概念の１つとして「浮力」

の学習があるが、「浮力」について幾つかの誤れ

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

*責任著者 連絡先：ysaito@unii.ac.jp 
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「「質質量量保保存存のの法法則則」」・・「「アアルルキキメメデデススのの原原理理（（浮浮力力））」」・・「「密密度度」」，，３３者者のの

理理解解ととそそのの関関係係にに関関すするる調調査査研研究究  

斎藤 裕 1* 
 

「力」概念の１つとして「浮力」の学習があるが、「浮力」について幾つかの誤れる認識

が存在すると言われている。1 つ目は「深さ理論」、2 つ目は「平ら理論」、3 つ目は「重さ

理論」）である。しかし、これらの誤認識の改善だけで「浮力の認知」が確立できるかどう

か、疑わしい。それは、これらの誤認識が「水中の浮力」に関わるものだからである。「浮

力」は、水中に限定されるものではない。「流体；液体及び気体」において考慮されるべき

「力」であり、「浮力がわかる」ということは、液体中でも、気体中でもその有り様がわか

るということである。そして、最も重要だと思われるもう 1 つの点がある。それは、「質量

保存の法則」の理解との関係である。「物体が押しのけている流体の重さ（重量）」が「浮

力」であり、「流体の密度」という視点がなければ、『アルキメデスの原理』は理解できず、

「浮力」の理解も不十分となろう。これまでの「浮力」の誤認識の研究調査では、この３

者的視点ではなされていない。そのような問題意識から、本研究（調査）は「質量保存の

法則」関連問題，流体を想定した「浮力」問題－液体の密度の違い問題、及び流体として

の気体（「空気」）問題，３種理論関連問題を用意し、大学生は「質量保存の法則」「浮力」

「密度」をどのように理解しているのか，を調べ、「浮力」理解への道標を模索した。 
 結果、①質量保存の法則；「言葉」的に知っているが、事例判断となるとその物質の性質

（例えば“水素”は軽い）によってしまう。 ②アルキメデスの原理（浮力の法則）；「言葉」

的にも殆ど知られておらず、“浮く”場合のみ浮力は働き、その物体の重さは“０”になる，

それは流体の密度に関係ない」という認識の者が多い。 ③浮力は流体の特性として認識し

ていない。「空気（気体）にも浮力がある」ことに気づかない。④「浮力」は存在すること

はわかっているが、「アルキメデスの原理」的理解は全くない。 
 この結果を踏まえ、「浮力」を考える際、学習指導要領的に“圧”から考えるのではなく、

①まず「質量保存の法則」の本質を理解させる－全ての物質には重さがある，②見かけ上

その重さが変化するのは、その物質の周りの流体がその体積分支えているからだ，その支

える力が「浮力」であり、流体の特性と考える，③支える力（浮力）はその流体に密度に

関係する，この 3 点を意識的に教育内容とする必要があると考える。 
 
キキーーワワーードド：：：質量保存の法則 浮力 アルキメデスの原理 密度 大学生 

 

研研究究のの背背景景とと目目的的  

中学校では、１年生理科－「力と圧力」とい

う単元の中で「浮力」の学習が規定されている。

その内容は、①水中にある物体には浮力が働く

こと，②（その際）浮力は物体の上面と下面と

の水圧の差によって生ずること，となっており、

また併せて「深い学び」として「浮力の大きさ

は水に沈んでいる物体の体積に依存する」こと

も学びの目標となっている。 

 このような「力」概念の１つとして「浮力」

の学習があるが、「浮力」について幾つかの誤れ

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

*責任著者 連絡先：ysaito@unii.ac.jp 
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る認識が存在することが明らかになっている。 

 １つ目は「深さ理論」と言われるもので、「物

体にかかる水圧は深いほど大きいのだから，浮

力も深い方が大きい」という認識である（例え

ば、堀・宮澤 19941），新里・古屋 20142），沖野・

菅河・松本 20183））。２つめは「平ら理論」と言

われるものである。それは「水中において物体

に働く浮力は，その物体の形状による．底が平

らで面積が大きい形ほど浮力は大きい」という

認識である（例えば、住友・野上・稲垣 19954），

土佐・田澤・松田 20165））。３つ目は、「重さ理

論」と言われるものである。それは「その物体

にかかる浮力は，その物体の重さに関係する（松

浦・雲財 10166））．軽い物体の方がその物体に

かかる浮力は大きい」（新里・古屋 20127））も

しくは逆で「重い物体の方がその物体にかかる

浮力」は大きいという認識である（若林・鷲部・

笠 20148））。この 3 種が、これまで確認されて

きた浮力の誤認識の代表的なものである。 

 もちろん、これらの誤認識の改善が「浮力の

学習」にとって重要であることは、疑いようは

ない。後述するが、浮力の大きさはその物体の

押しのけた流体の重さと一致するのであり、流

体のどの位置にあるとか、その物体がどのよう

な形をしているのかとかは関係がない。浮力を

考える際には、その物体が流体を押しのけた「体

積」（その分の流体の重さが浮力を規定する）が

重要なのである。その意味において、浮力を理

解するためには、前述した誤認識は当然修正さ

れなければならない。 

 しかし、果たしてこれらの誤認識の改善だけ

で「浮力の認知」が確立していると言えるかど

うか、疑わしいとも考える。それは、これらの

誤認識が「水中の浮力」に関わるものだからで

ある。浮力は、「水」にのみ生ずるものではない。

岩波理化学辞典によれば、「（浮力とは）地球上

のように重力の場中で，流体内にある物体がそ

の表面に作用する流体の圧力の合力として受け

る鉛直上向きの力をいう．浮力の大きさと作用

点とは，物体のおしのけた流体の重さと重心と

に一致する(アルキメデスの原理)．」と定義され

ている。この記述にもある『アルキメデスの原

理』とは、アルキメデスが発見した物理学の法

則と言われるもので、「流体（液体や気体）中の

物体は、その物体が押しのけている流体の重さ

（重量）と同じ大きさで上向きの浮力を受ける」

というものである。両者とも、「水」ではなく、

「流体」という記述であり、ここが重要であろ

う。「流体」は「定まった形を持たず、形状を自

由に変化させて流れを生む物質」を意味し、気

体と液体が相当する。つまり、「『浮力』がわか

る」ということは、液体中でも、気体中でもそ

の有り様がわかるということであろう。ありて

いに言えば、①空気中でも「浮力」の存在を意

識することができる，②液体も「水中」に限定

されず、全ての「液体」（例えば、アルコール）

でも、存在する，ことがわかるということであ

る。そして、最も重要だと思われるもう１つの

点がある。それは、「質量保存の法則」の理解と

の関係である。 

 「質量保存の法則」とは、「どんなものにも重

さがある．そしてその重さは，その物質が三態

変化しようと，どんな化学変化をうけようと，

形状が変化しようと，生物体に吸収されようと，

全く変わることはない」という法則である。こ

の法則の理解もまた、自然認識の核となるもの

であろう。しかし、この認識についても誤れる

認識が確認されている。例えば、「水を入れたコ

ップと角砂糖、両者の重さを量っておいて、そ

の後、角砂糖を水に溶かす。その砂糖水の重さ

はどうなるか」と問うと、大学生でも「変わら

ない」という回答が７割程度であったという報

告がある。大学生でも「見えなくなったら、重

さはなくなる」と考える者が、結構いるのであ

る（板倉・江沢 19649））。また、「体重計の上で

片足で立ったり、しゃがんだりすると体重はど

うなるか」という問いに対して「変わらない」

と答えた者は、小学校６年生で３割程度だった

という報告もある（板倉・江沢 196410））。 

 この「質量保存の法則」と「浮力」の理解は、

密接な関係を持つ可能性がある。前者が「体積

が変わっても重さは変わらない」というルール

であるのに対し、後者は「重さは変わっても体

積が変わらなければ、浮力の大きさは変わらな

い」というルールとなっている。両者は、背反

するルールと言ってもいいかもしれない。そこ

に、「密度」も関わってくる。『アルキメデスの

原理』において「流体（液体や気体）中の物体

 

 

は、その物体が押しのけている流体の重さ（重

量）と同じ大きさで上向きの浮力を受ける」か

らである。「物体が押しのけている流体の重さ

（重量）」とは、まさしくその流体の密度が密接

に関係している。「流体の密度」という視点がな

ければ、『アルキメデスの原理』は理解できず、

「浮力」の理解も不十分となろう。 

 これまで、「浮力」の誤認識の研究調査では、

この３者的視点ではなされていない。「水中で

の・・・」調査である。もちろん、「水中での・・・」

であっても、前述した誤認識が確認されていた。

しかし、このような調査だけでは、「浮力」をど

のように理解しているのか，「質量保存の法則」

は理解しているのか，この法則を理解している

ことと「浮力」の理解はどのような関係がある

のか，その際、「密度」理解はどう関係している

のか，はわからない。 

 したがって、今回、「質量保存の法則」関連問

題，流体を想定した「浮力」問題－液体の密度

の違い問題、及び流体としての気体（「空気」）

設定問題，これまで確認されてきた３つの理論

関連問題の３種を用意し、果たして、大学生は

「質量保存の法則」「浮力」「密度」をどのよう

に理解しているのか，この３者の関連はどうな

っているのか，を調べ、「浮力」理解への道標を

模索したい。 

 

方方  法法 

11..  研研究究対対象象者者 

被験者は、対象となる学習課題について既習

である大学１年生（研究協力学生；49 名）。 

22..  調調査査課課題題  

(1)「質量保存の法則」問題；3 問  

・密閉空間におけるドライアイスの昇華後の重 

 さの変化 

・水とその中に入れた氷の重さの氷融解後の重 

さの変化 

・真空鉄ボンベの水素充填後の重さの変化 

(2)液体中の「浮力」問題及び「密度」との関連 

問題；4 問  

・水中に沈めた“金属”と“水”を合わせた重 

さ〔台バカリ〕 

・水に浮かんでいる“ろう”と“水”を合わせ 

た重さ〔台バカリ〕 

・水中にある“金属”の重さ〔ばねバカリ〕 

・アルコール中にある“金属”の重さ〔ばねバ 

カリ〕 

(3)気体（「空気」）における「浮力」と「質量保 

存の法則」との関連問題；3 問  

・ドライアイスの昇華（体積増）に伴う重さの 

変化 

・窒素－ボンベからの噴出（体積増）後の重さ 

の変化 

・化学変化（クエン・ﾝ酸＋重曹→二酸化炭素） 

を伴う体積変化（体積増）後の重さの変化 

(4)誤認識－3 理論（「深さ理論」「平ら理論」「重 

さ理論」）関連問題；3 問  

・体積と重さの同じ物体に対して“深さの違い”

によって生じる浮力の差異 

・体積と重さは同じだが形状の異なる物体に対

して生じる浮力の差異 

・体積は同じだが重さが異なる物体に対して生

じる浮力の差異 

(5)「質量保存の法則」・「アルキメデスの原理（浮 

力）」内包問題；2 問 

・既知度判定 

・これらの法則に関する自由記述 

33..  手手続続きき 

参加は、「調査問題」に回答することで満了す

る。回答時間は、20 分程度を想定。「回答結果

は斎藤の講義の成績とは関係がないこと」，「中

途においても参加を取りやめる権利もあること」

等が実験開始前に説明されている。 

44..  倫倫理理的的配配慮慮 

 本研究は、新潟県立大学倫理委員会の承認を

経て行われたものである（受付番号 2118）。本

研究の調査対象者になることによる不利益・危

険は、被験者となる学生に対して最大限配慮し

て行われている。 

 

結結果果とと考考察察  

11..「「質質量量保保存存のの法法則則」」にに関関すするる理理解解（（TTaabbllee11・・44））  

実験参加者 49 名中 44 名が「既知」であり、

その内 25 名が“三態変化”に、8 名が“形状変

化”に、6 名が“化学変化”に言及している（複

数回答有）。 
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る認識が存在することが明らかになっている。 

 １つ目は「深さ理論」と言われるもので、「物

体にかかる水圧は深いほど大きいのだから，浮

力も深い方が大きい」という認識である（例え

ば、堀・宮澤 19941），新里・古屋 20142），沖野・

菅河・松本 20183））。２つめは「平ら理論」と言

われるものである。それは「水中において物体

に働く浮力は，その物体の形状による．底が平

らで面積が大きい形ほど浮力は大きい」という

認識である（例えば、住友・野上・稲垣 19954），

土佐・田澤・松田 20165））。３つ目は、「重さ理

論」と言われるものである。それは「その物体

にかかる浮力は，その物体の重さに関係する（松

浦・雲財 10166））．軽い物体の方がその物体に

かかる浮力は大きい」（新里・古屋 20127））も

しくは逆で「重い物体の方がその物体にかかる

浮力」は大きいという認識である（若林・鷲部・

笠 20148））。この 3 種が、これまで確認されて

きた浮力の誤認識の代表的なものである。 

 もちろん、これらの誤認識の改善が「浮力の

学習」にとって重要であることは、疑いようは

ない。後述するが、浮力の大きさはその物体の

押しのけた流体の重さと一致するのであり、流

体のどの位置にあるとか、その物体がどのよう

な形をしているのかとかは関係がない。浮力を

考える際には、その物体が流体を押しのけた「体

積」（その分の流体の重さが浮力を規定する）が

重要なのである。その意味において、浮力を理

解するためには、前述した誤認識は当然修正さ

れなければならない。 

 しかし、果たしてこれらの誤認識の改善だけ

で「浮力の認知」が確立していると言えるかど

うか、疑わしいとも考える。それは、これらの

誤認識が「水中の浮力」に関わるものだからで

ある。浮力は、「水」にのみ生ずるものではない。

岩波理化学辞典によれば、「（浮力とは）地球上

のように重力の場中で，流体内にある物体がそ

の表面に作用する流体の圧力の合力として受け

る鉛直上向きの力をいう．浮力の大きさと作用

点とは，物体のおしのけた流体の重さと重心と

に一致する(アルキメデスの原理)．」と定義され

ている。この記述にもある『アルキメデスの原

理』とは、アルキメデスが発見した物理学の法

則と言われるもので、「流体（液体や気体）中の

物体は、その物体が押しのけている流体の重さ

（重量）と同じ大きさで上向きの浮力を受ける」

というものである。両者とも、「水」ではなく、

「流体」という記述であり、ここが重要であろ

う。「流体」は「定まった形を持たず、形状を自

由に変化させて流れを生む物質」を意味し、気

体と液体が相当する。つまり、「『浮力』がわか

る」ということは、液体中でも、気体中でもそ

の有り様がわかるということであろう。ありて

いに言えば、①空気中でも「浮力」の存在を意

識することができる，②液体も「水中」に限定

されず、全ての「液体」（例えば、アルコール）

でも、存在する，ことがわかるということであ

る。そして、最も重要だと思われるもう１つの

点がある。それは、「質量保存の法則」の理解と

の関係である。 

 「質量保存の法則」とは、「どんなものにも重

さがある．そしてその重さは，その物質が三態

変化しようと，どんな化学変化をうけようと，

形状が変化しようと，生物体に吸収されようと，

全く変わることはない」という法則である。こ

の法則の理解もまた、自然認識の核となるもの

であろう。しかし、この認識についても誤れる

認識が確認されている。例えば、「水を入れたコ

ップと角砂糖、両者の重さを量っておいて、そ

の後、角砂糖を水に溶かす。その砂糖水の重さ

はどうなるか」と問うと、大学生でも「変わら

ない」という回答が７割程度であったという報

告がある。大学生でも「見えなくなったら、重

さはなくなる」と考える者が、結構いるのであ

る（板倉・江沢 19649））。また、「体重計の上で

片足で立ったり、しゃがんだりすると体重はど

うなるか」という問いに対して「変わらない」

と答えた者は、小学校６年生で３割程度だった

という報告もある（板倉・江沢 196410））。 

 この「質量保存の法則」と「浮力」の理解は、

密接な関係を持つ可能性がある。前者が「体積

が変わっても重さは変わらない」というルール

であるのに対し、後者は「重さは変わっても体

積が変わらなければ、浮力の大きさは変わらな

い」というルールとなっている。両者は、背反

するルールと言ってもいいかもしれない。そこ

に、「密度」も関わってくる。『アルキメデスの

原理』において「流体（液体や気体）中の物体

 

 

は、その物体が押しのけている流体の重さ（重

量）と同じ大きさで上向きの浮力を受ける」か

らである。「物体が押しのけている流体の重さ

（重量）」とは、まさしくその流体の密度が密接

に関係している。「流体の密度」という視点がな

ければ、『アルキメデスの原理』は理解できず、

「浮力」の理解も不十分となろう。 

 これまで、「浮力」の誤認識の研究調査では、

この３者的視点ではなされていない。「水中で

の・・・」調査である。もちろん、「水中での・・・」

であっても、前述した誤認識が確認されていた。

しかし、このような調査だけでは、「浮力」をど

のように理解しているのか，「質量保存の法則」

は理解しているのか，この法則を理解している

ことと「浮力」の理解はどのような関係がある

のか，その際、「密度」理解はどう関係している

のか，はわからない。 

 したがって、今回、「質量保存の法則」関連問

題，流体を想定した「浮力」問題－液体の密度

の違い問題、及び流体としての気体（「空気」）

設定問題，これまで確認されてきた３つの理論

関連問題の３種を用意し、果たして、大学生は

「質量保存の法則」「浮力」「密度」をどのよう

に理解しているのか，この３者の関連はどうな

っているのか，を調べ、「浮力」理解への道標を

模索したい。 

 

方方  法法 

11..  研研究究対対象象者者 

被験者は、対象となる学習課題について既習

である大学１年生（研究協力学生；49 名）。 

22..  調調査査課課題題  

(1)「質量保存の法則」問題；3 問  

・密閉空間におけるドライアイスの昇華後の重 

 さの変化 

・水とその中に入れた氷の重さの氷融解後の重 

さの変化 

・真空鉄ボンベの水素充填後の重さの変化 

(2)液体中の「浮力」問題及び「密度」との関連 

問題；4 問  

・水中に沈めた“金属”と“水”を合わせた重 

さ〔台バカリ〕 

・水に浮かんでいる“ろう”と“水”を合わせ 

た重さ〔台バカリ〕 

・水中にある“金属”の重さ〔ばねバカリ〕 

・アルコール中にある“金属”の重さ〔ばねバ 

カリ〕 

(3)気体（「空気」）における「浮力」と「質量保 

存の法則」との関連問題；3 問  

・ドライアイスの昇華（体積増）に伴う重さの 

変化 

・窒素－ボンベからの噴出（体積増）後の重さ 

の変化 

・化学変化（クエン・ﾝ酸＋重曹→二酸化炭素） 

を伴う体積変化（体積増）後の重さの変化 

(4)誤認識－3 理論（「深さ理論」「平ら理論」「重 

さ理論」）関連問題；3 問  

・体積と重さの同じ物体に対して“深さの違い”

によって生じる浮力の差異 

・体積と重さは同じだが形状の異なる物体に対

して生じる浮力の差異 

・体積は同じだが重さが異なる物体に対して生

じる浮力の差異 

(5)「質量保存の法則」・「アルキメデスの原理（浮 

力）」内包問題；2 問 

・既知度判定 

・これらの法則に関する自由記述 

33..  手手続続きき 

参加は、「調査問題」に回答することで満了す

る。回答時間は、20 分程度を想定。「回答結果

は斎藤の講義の成績とは関係がないこと」，「中

途においても参加を取りやめる権利もあること」

等が実験開始前に説明されている。 

44..  倫倫理理的的配配慮慮 

 本研究は、新潟県立大学倫理委員会の承認を

経て行われたものである（受付番号 2118）。本

研究の調査対象者になることによる不利益・危

険は、被験者となる学生に対して最大限配慮し

て行われている。 

 

結結果果とと考考察察  

11..「「質質量量保保存存のの法法則則」」にに関関すするる理理解解（（TTaabbllee11・・44））  

実験参加者 49 名中 44 名が「既知」であり、

その内 25 名が“三態変化”に、8 名が“形状変

化”に、6 名が“化学変化”に言及している（複

数回答有）。 
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「質量保存の法則」とは、前述したように「ど

んなものにも重さがある．そしてその重さは，

その物質が三態変化しようと，どんな化学変化

をうけようと，形状が変化しようと，生物体に

吸収されようと，全く変わることはない」とい

う法則である。この法則について、学生らにお

いて「名辞」的（内包）には記憶している者が

多いとは言える（Table4）。 

しかし、この法則を事例に適用できているか

というと、様相が全く異なる。「質量保存の法則」

を事例に適用している者は多くないことが、

Table1 からわかる。「水とその中に入れた氷の

重さの氷融解後の変化」問題を見ると、49 名中

13 名（26.5％）が「（氷が溶けて水になると）重

くなる」と答えてしまっている。「変わらない（同

じ）」と正答できた者 33 名に止まる（正答率；

67.3％）。「密閉空間におけるドライアイスの昇

華後の重さの変化」でさえ、正答率は 8 割に届

かない（74.1％－35／49）。「鉄ボンベへの水素

充填後の重さの変化」の回答を見ると、13 名が

（水素－気体だから重さはない？）「変わらない

（同じ）」と答え、15 名が（水素は軽いから？）

「重くなる」と答えている。「重くなる」と正答

しえた者は 21 名に過ぎない（正答率；42.9％）。 

3 問一貫正答者数は 49 名中 15 名（30.6％）

約 3 割（15 名）となる。この結果を見れば、学

生らはこの法則を「言葉」的に知っているが、

事例判断となるとその物質の性

質（例えば“水素”は軽い）によ

ってしまうということがわかる。

「質量保存の法則」を明確に理

解している状態とはほど遠いと

言えよう。 

22..  アアルルキキメメデデススのの原原理理のの既既知知

度度（（TTaabbllee44））  

学生らにおいて、「質量保存

の法則」に比して「アルキメデ

スの原理」は殆ど知られてい

ない。49 名中 43 名が知らない

と回答し、知っていると回答

した 6 名も、その内容に関し

ては記述がなかった。 

現在、中学校・理科では確か

に「浮力」は取り上げられては

いる（“水中にある物体には浮

力が働くことを知る＜『学習指導要領』より＞”）

が、その際、「浮力」を「アルキメデスの原理」

的に理解（流体中の物体は、その物体が流体を

押しのけた体積と同等の流体の重さと同じ大き

さで上向きの浮力を受ける）させるのではなく、

水中にある物体の上面と下面の水圧の差から定

性的に捉えさせることとなっている。その意味

では、学生らは「浮力」の存在は知っていても、

「アルキメデスの原理」を知らないのも、当然

であろう。 

33..気気体体（（空空気気））「「浮浮力力」」にに関関すするる理理解解（（TTaabbllee22））  

空気中における浮力・事例判断問題は、「質量

保存の法則」事例判断問題以上に正答率が低い。  

中学校・理科における「浮力」は「アルキメ

デスの原理」による理解を志向しないだけでは

なく、『水中』にのみ浮力の存在が限定されてい

る。取り上げられる状態は“水”中に沈んであ

る物体とそれに加わる“圧”であり、「アルキメ

デスの原理」を基本とする浮力の理解に重要な

カギである①（気体を含めた）『流体』的視点，

②（浮く･沈むに関係なく）その流体が押しのけ

られた分の（その物体は）「浮力を受ける」，は

取り上げられない。 

結果、「流体の一種である“空気（気体）”に

も浮力がある」ことに気づかないのであろう。

むしろ、このような状況では「体積変化だけだ

問題＼回答 1（同じ） 2（軽くなる）3（重くなる） 計 正答率
Q１ 35 6 8 49 71.4
Q３ 33 3 13 49 67.3
Q2 13 15 21 49 42.9

Q１；密閉空間におけるドライアイスの昇華後の重さの変化 一貫正答数；15 30.6
Q３；水とその中に入れた氷の重さの氷融解後の変化
Q２；鉄ボンベへの水素充填後の重さの変化

Table１ 「質量保存の法則」関連問題の解答結果

問題＼回答 1（同じ） 2（軽くなる）3（重くなる） 計 正答率
Q５ 28 13 6 47 26.5
Q６ 32 6 11 49 12.2
Q７ 30 9 9 48 18.4

一貫誤答：22 一貫正答：2
Q５；ドライアイスの昇華（体積増）に伴う重さの変化
Q６；窒素−ボンベからの噴出（体積増）後の重さの変化
Q７：化学変化（ｸｴﾝ酸＋重曹→二酸化炭素）を伴う体積変化（体積増）後の重さの変化

Table２ 「浮⼒−アルキメデスの原理（気体）」関連問題の解答結果

 

 

から重さは変わらない」という（誤った）「質量

保存の法則」的判断を下すことになる（Table2

参照）。 

「ドライアイスの昇華」「窒素－ボンベから

の噴出」「化学変化（ｸｴﾝ酸＋重曹→二酸化炭素）」

とも、「体積」は変化（増）するが、「質量」は

変化しない問題である。確かにこれらの問題に

おいて「質量」は変わらない。その意味では確

かに質量は保存されている。しかし、「体積」が

変化し、結果として空気による浮力の影響を受

け、空気中における『重さ』は変化してしまう

のである。 

「流体の一種である“空気（気体）”にも浮力

がある」ことに気付かないため、「質量保存の法

則」的判断をしてしまうのではないだろうか。

これらの問題状況においてほぼ同じ程度の数

（28・32・30）が「重さは同じ」と回答し、22

名が一貫してそう回答していることが、そのこ

とを物語っていると言える。 

44..（（液液体体中中のの））「「質質量量保保存存のの法法則則」」及及びび浮浮力力のの存存

在在ととそそのの定定量量的的理理解解（（TTaabbllee33））  

 “質量保存－”的理解があれば、流体と物体

の合算の重さが存在すること

は自明なはずである。確かに、

「“水中に沈む”金属」に関して

はそのような理解を示すもの

が多い（正答者：41／ 49－

83.7％）。しかし、「“水に浮く”

ろう」では、そう思わないもの

が多い（正答者：16／ 49－

32.7％）。水の重さのみを回答

する者が 14 名もいる。また、水

中の金属の重さ（ばねばかり）・

アルコール中の金属の重さ（ば

ねばかり）も、「“（水でもアルコ

ールでも）沈む”金属」事例で

あるために、浮力の存在を意識

できず、そのモノ（金属）の重

さをそのまま回答してしまっ

ていることがわかる（金属の重

さ１kg のまま回答者 水中；19

／49－38.8％〔正答者＜浮力を

考慮＞2／49－4.1％〕 アルコ

ール中；14／49－28.6％〔正答

者＜浮力を考慮＞2／49－4.1％〕。 

新里・古屋 11）は、「浮く物体には浮力が働く

－沈む物体には浮力は働かない」という誤った

考えが存在することを明確にしている（2012）。

今回の結果は、「質量保存の法則」・「浮力（アル

キメデスの原理）」が絡み合って誤判断を下すと

いう結果を示している。「質量保存の法則」を理

解し、かつ“アルキメデス－”的に「その物体

が押しのけている流体の重さ（重量）と同じ大

きさで上向きの浮力を受ける」ことがわかって

いれば、①流体と物体の合算の重さが存在する

こと，②沈んでいても浮いていても受ける「浮

力」はあること，③流体の密度によって受ける

「浮力」は変わること，はわかるはずである。 

学生らは、この両者とも統一的に理解はして

いなさそうである。「物体が沈んだ場合しか両者

の重さを“合算”しない，“浮く”場合のみ浮力

は働き、その物体の重さは“0”になる，それは

流体の密度に関係ない」という認識の者が多い

という現実がわかる。 

 

 

問題＼回答 正答 他 NR 計
水＋金属の重さ 41 4 4 49

正答率：83.7

問題＼回答 正答 1000 他 NR 計
水＋ろうの重さ 16 14 11 8 49

正答率：32.7

問題＼回答 正答 1000 750 500 250 他 NR 計
水中の金属の重さ 2 19 5 6 5 8 4 49

正答率：4.1

問題＼回答 正答 1000 2000 1800 他 NR 計
アルコール中の金属の重さ 2 14 4 3 13 13 49

正答率：4.1

Table３ 「⽔中の浮⼒の⼤きさ」関連−計算問題の解答結果

原理・法則＼既知度 知っている 知らない
質量保存の法則 44 5

アルキメデスの原理 6 43
法則＼理解内容 三態変化 形状変化 化学変化 NR等
質量保存の法則 25 8 6 7

※アルキメデスの原理：「知っている」と答えた６名とも内容に関してはNR

Table４ 「質量保存の法則」「アルキメデスの原理」の既知度
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「質量保存の法則」とは、前述したように「ど

んなものにも重さがある．そしてその重さは，

その物質が三態変化しようと，どんな化学変化

をうけようと，形状が変化しようと，生物体に

吸収されようと，全く変わることはない」とい

う法則である。この法則について、学生らにお

いて「名辞」的（内包）には記憶している者が

多いとは言える（Table4）。 

しかし、この法則を事例に適用できているか

というと、様相が全く異なる。「質量保存の法則」

を事例に適用している者は多くないことが、

Table1 からわかる。「水とその中に入れた氷の

重さの氷融解後の変化」問題を見ると、49 名中

13 名（26.5％）が「（氷が溶けて水になると）重

くなる」と答えてしまっている。「変わらない（同

じ）」と正答できた者 33 名に止まる（正答率；

67.3％）。「密閉空間におけるドライアイスの昇

華後の重さの変化」でさえ、正答率は 8 割に届

かない（74.1％－35／49）。「鉄ボンベへの水素

充填後の重さの変化」の回答を見ると、13 名が

（水素－気体だから重さはない？）「変わらない

（同じ）」と答え、15 名が（水素は軽いから？）

「重くなる」と答えている。「重くなる」と正答

しえた者は 21 名に過ぎない（正答率；42.9％）。 

3 問一貫正答者数は 49 名中 15 名（30.6％）

約 3 割（15 名）となる。この結果を見れば、学

生らはこの法則を「言葉」的に知っているが、

事例判断となるとその物質の性

質（例えば“水素”は軽い）によ

ってしまうということがわかる。

「質量保存の法則」を明確に理

解している状態とはほど遠いと

言えよう。 

22..  アアルルキキメメデデススのの原原理理のの既既知知

度度（（TTaabbllee44））  

学生らにおいて、「質量保存

の法則」に比して「アルキメデ

スの原理」は殆ど知られてい

ない。49 名中 43 名が知らない

と回答し、知っていると回答

した 6 名も、その内容に関し

ては記述がなかった。 

現在、中学校・理科では確か

に「浮力」は取り上げられては

いる（“水中にある物体には浮

力が働くことを知る＜『学習指導要領』より＞”）

が、その際、「浮力」を「アルキメデスの原理」

的に理解（流体中の物体は、その物体が流体を

押しのけた体積と同等の流体の重さと同じ大き

さで上向きの浮力を受ける）させるのではなく、

水中にある物体の上面と下面の水圧の差から定

性的に捉えさせることとなっている。その意味

では、学生らは「浮力」の存在は知っていても、

「アルキメデスの原理」を知らないのも、当然

であろう。 

33..気気体体（（空空気気））「「浮浮力力」」にに関関すするる理理解解（（TTaabbllee22））  

空気中における浮力・事例判断問題は、「質量

保存の法則」事例判断問題以上に正答率が低い。  

中学校・理科における「浮力」は「アルキメ

デスの原理」による理解を志向しないだけでは

なく、『水中』にのみ浮力の存在が限定されてい

る。取り上げられる状態は“水”中に沈んであ

る物体とそれに加わる“圧”であり、「アルキメ

デスの原理」を基本とする浮力の理解に重要な

カギである①（気体を含めた）『流体』的視点，

②（浮く･沈むに関係なく）その流体が押しのけ

られた分の（その物体は）「浮力を受ける」，は

取り上げられない。 

結果、「流体の一種である“空気（気体）”に

も浮力がある」ことに気づかないのであろう。

むしろ、このような状況では「体積変化だけだ

問題＼回答 1（同じ） 2（軽くなる）3（重くなる） 計 正答率
Q１ 35 6 8 49 71.4
Q３ 33 3 13 49 67.3
Q2 13 15 21 49 42.9

Q１；密閉空間におけるドライアイスの昇華後の重さの変化 一貫正答数；15 30.6
Q３；水とその中に入れた氷の重さの氷融解後の変化
Q２；鉄ボンベへの水素充填後の重さの変化

Table１ 「質量保存の法則」関連問題の解答結果

問題＼回答 1（同じ） 2（軽くなる）3（重くなる） 計 正答率
Q５ 28 13 6 47 26.5
Q６ 32 6 11 49 12.2
Q７ 30 9 9 48 18.4

一貫誤答：22 一貫正答：2
Q５；ドライアイスの昇華（体積増）に伴う重さの変化
Q６；窒素−ボンベからの噴出（体積増）後の重さの変化
Q７：化学変化（ｸｴﾝ酸＋重曹→二酸化炭素）を伴う体積変化（体積増）後の重さの変化

Table２ 「浮⼒−アルキメデスの原理（気体）」関連問題の解答結果

 

 

から重さは変わらない」という（誤った）「質量

保存の法則」的判断を下すことになる（Table2

参照）。 

「ドライアイスの昇華」「窒素－ボンベから

の噴出」「化学変化（ｸｴﾝ酸＋重曹→二酸化炭素）」

とも、「体積」は変化（増）するが、「質量」は

変化しない問題である。確かにこれらの問題に

おいて「質量」は変わらない。その意味では確

かに質量は保存されている。しかし、「体積」が

変化し、結果として空気による浮力の影響を受

け、空気中における『重さ』は変化してしまう

のである。 

「流体の一種である“空気（気体）”にも浮力

がある」ことに気付かないため、「質量保存の法

則」的判断をしてしまうのではないだろうか。

これらの問題状況においてほぼ同じ程度の数

（28・32・30）が「重さは同じ」と回答し、22

名が一貫してそう回答していることが、そのこ

とを物語っていると言える。 

44..（（液液体体中中のの））「「質質量量保保存存のの法法則則」」及及びび浮浮力力のの存存

在在ととそそのの定定量量的的理理解解（（TTaabbllee33））  

 “質量保存－”的理解があれば、流体と物体

の合算の重さが存在すること

は自明なはずである。確かに、

「“水中に沈む”金属」に関して

はそのような理解を示すもの

が多い（正答者：41／ 49－

83.7％）。しかし、「“水に浮く”

ろう」では、そう思わないもの

が多い（正答者：16／ 49－

32.7％）。水の重さのみを回答

する者が 14 名もいる。また、水

中の金属の重さ（ばねばかり）・

アルコール中の金属の重さ（ば

ねばかり）も、「“（水でもアルコ

ールでも）沈む”金属」事例で

あるために、浮力の存在を意識

できず、そのモノ（金属）の重

さをそのまま回答してしまっ

ていることがわかる（金属の重

さ１kg のまま回答者 水中；19

／49－38.8％〔正答者＜浮力を

考慮＞2／49－4.1％〕 アルコ

ール中；14／49－28.6％〔正答

者＜浮力を考慮＞2／49－4.1％〕。 

新里・古屋 11）は、「浮く物体には浮力が働く

－沈む物体には浮力は働かない」という誤った

考えが存在することを明確にしている（2012）。

今回の結果は、「質量保存の法則」・「浮力（アル

キメデスの原理）」が絡み合って誤判断を下すと

いう結果を示している。「質量保存の法則」を理

解し、かつ“アルキメデス－”的に「その物体

が押しのけている流体の重さ（重量）と同じ大

きさで上向きの浮力を受ける」ことがわかって

いれば、①流体と物体の合算の重さが存在する

こと，②沈んでいても浮いていても受ける「浮

力」はあること，③流体の密度によって受ける

「浮力」は変わること，はわかるはずである。 

学生らは、この両者とも統一的に理解はして

いなさそうである。「物体が沈んだ場合しか両者

の重さを“合算”しない，“浮く”場合のみ浮力

は働き、その物体の重さは“0”になる，それは

流体の密度に関係ない」という認識の者が多い

という現実がわかる。 

 

 

問題＼回答 正答 他 NR 計
水＋金属の重さ 41 4 4 49

正答率：83.7

問題＼回答 正答 1000 他 NR 計
水＋ろうの重さ 16 14 11 8 49

正答率：32.7

問題＼回答 正答 1000 750 500 250 他 NR 計
水中の金属の重さ 2 19 5 6 5 8 4 49

正答率：4.1

問題＼回答 正答 1000 2000 1800 他 NR 計
アルコール中の金属の重さ 2 14 4 3 13 13 49

正答率：4.1

Table３ 「⽔中の浮⼒の⼤きさ」関連−計算問題の解答結果

原理・法則＼既知度 知っている 知らない
質量保存の法則 44 5

アルキメデスの原理 6 43
法則＼理解内容 三態変化 形状変化 化学変化 NR等
質量保存の法則 25 8 6 7

※アルキメデスの原理：「知っている」と答えた６名とも内容に関してはNR

Table４ 「質量保存の法則」「アルキメデスの原理」の既知度
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55..誤誤認認識識のの 33 理理論論（（TTaabbllee55））  

(1)深さ理論 

「浮力は深さに関係ない」と正答できた者は

49 名中 13 名で（正答率；26.5％）、「深い方が

大きい」と回答した者は 22 名（44.9％）もおり、

従来指摘されてきた浮力に関する誤認識『深さ

理論』が今回も確認された。 

(2)平ら理論 

「浮力は深さに関係ない」と正答できた者は

49 名中 18 名で（正答率；36.7％）、「そこが平

らな形（円すい形）の方が大きい」と回答した

者は 21 名（42.9％）もおり、従来指摘されてき

た浮力に関する誤認識『平ら理論』が今回も確

認された。 

(3)重さ理論 

「浮力は重さに関係ない」と正答できた者は

49 名中 9 名で（正答率；18.4％）で、この 3 種

の課題の中で最も正答率が低い。「その物体にか

かる浮力は，その物体の重さに関係する」とい

う認識が最も強いと推察される。ただ、どちら

の方が大きいかという判断は、今回は分かれた

（軽い方；21名／49名 重い方；19名／49名）。 

学生らは、他の問題への回答からも、「浮力」

そのものを否定していないとは思われる。しか

し、彼らは、流体中にある物体の体積分に相当

するその流体の“重さ”分の「浮力」が存在す

ると言う認識を持っていないのである。この認

識（流体中にある物体の体積のみが浮力に関係

する）がなく、そして「水圧」概念の干渉があ

り、彼らは「浮力」について深さ・形・重さに

幻惑されてしまっていると考えられる。 

 

総総合合討討論論－－今今後後のの課課題題  

 本研究は、大学生は「質量保存の法則」「浮力」

「密度」をどのように理解しているのか，この

３者の関連はどうなっているのかについての調

査研究である。本調査結果をもとに、

次なるステップとして「大学生を対象

として『質量保存の法則』・『アルキメ

デスの原理（浮力の法則）』をどう関

連付けて、教えるか，その両者の本質

的理解の援助方略を考える」礎とする

調査である。 

 結果、①質量保存の法則；「言葉」

的に知っているが、事例判断となると

その物質の性質（例えば“水素”は軽

い）によってしまう。 ②アルキメデスの原理（浮

力の法則）；「言葉」的にも殆ど知られておらず、

“浮く”場合のみ浮力は働き、その物体の重さ

は“０”になる，それは流体の密度に関係ない」

という認識の者が多い。 ③浮力は流体の特性と

して認識していない。「空気（気体）にも浮力が

ある」ことに気づかない。④「浮力」は存在す

ることはわかっているが、「アルキメデスの原理」

的理解は全くない。誤認識３パターンの存在が

明白なことからもその事実は裏付けられる。「浮

力を物体の上面と下面の水圧の差から定性的に

捉えさせる」ことによる困難さがあると思われ

る。 

 この結果を踏まえ、「浮力」を考える際、学習

指導要領的に“圧”から考えるのではなく、①

まず「質量保存の法則」の本質を理解させる－

全ての物質には重さがある，②見かけ上その重

さが変化するのは、その物質の周りの流体がそ

の体積分支えているからだ，その支える力が「浮

力」であり、流体の特性と考える，③支える力

（浮力）はその流体に密度に関係する， 

むしろ、この 3 点を意識的に教育内容とする必

要があると考える。 

 

文文  献献  

1) 堀哲夫・宮澤研 科学的概念の形成と理解

－「浮力」概念の形成と教科書の内容構成に

ついて－ 日本理科教育学会研究紀要 第

35 巻 第 1 号 1-10 1994 

2) 新里和也・古屋光一 中学生から大学生ま

での水中の「浮力」に関する認識調査－「浮

問題＼回答 1（浅い方） 2（深い方） 3（同じ） 計 正答率
Q8-1(深さ） 14 22 13 49 26.5
問題＼回答 1（球） 2（円すい） 3（同じ） 計 正答率
Q8-2(形) 10 21 18 49 36.7
問題＼回答 1（軽い方） 2（重い方） 3（同じ） 計 正答率
Q8-3(重さ) 21 19 9 49 18.4

Table５ 「⽔中の浮⼒の⼤きさ」関連問題の解答結果

 

 

力」の概念に関する指導方略への提言－ 

理科教育学研究 第 54 巻 第 3 号 403-

416 2014 

3) 沖野信一・菅河晃太朗・松本伸示 素朴概念

を科学的概念へ転換させるための指導法に

関する実践的研究－高等学校の「浮力」の指

導に着目して－ 兵庫教育大学学校教育学

研究 第 31 巻 47-56 2018 

4) 住友弘子・野上智行・稲垣成哲 物体の形状
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要 第 62 巻 第 2 号 253-262 2012 

 

 

付付  記記  

本論文は、『「「質量保存の法則」・「アルキメデ

スの原理（浮力）」・「密度」，３者の理解とその

関係に関する調査研究』〔日本教授学習心理学会

第 18 回年会 2022〕を基に、加筆・作成された

ものである。 
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新新潟潟人人間間生生活活学学会会  第第 1122 回回大大会会  ププロロググララムム  
  

令和 4年 7月 18 日（月）13:00～15:30 

新潟県立大学 大学院棟 4101 大講義室 

 

シンポジウム 「ポストコロナに向けた健康・食生活支援」 
司会/健康栄養学科 学科長 曽根 英行 

 

学会長挨拶                人間生活学部 学部長 田村 朝子 

 

基調講演                     13：10～13：50（40分） 

「フードバンク活動の現状の支援と課題」 
真木 英明 特定非営利活動法人フードバンクにいがた ボランティア事務局 

 

休憩                       13：50～14：00 

 

パネルディスカッション              14：00～15：10 

「フードバンク支援活動の現状と今後の展望」 
進行役/健康栄養学科 教授 太田 亜里美・曽根 英行 

 

パネリスト 

◇ 飯ヶ浜 耕治 （株）ウオロク 総務部次長              （15 分） 

「スーパーマーケットにおけるフードバンク活動支援への取組」  

 

◇ 佐藤 寿之 生活協同組合コープデリにいがた 総合企画室室長     （15 分） 

「コープデリにいがたの地域連携の事例」  

 

◇ 玉浦 有紀 健康栄養学科 講師                   （10 分） 

「大学における「食料品等の無償配布」の実施とその意義」  

 

◇ 堀川 千嘉 健康栄養学科 講師                   （10 分） 

「子どもの食事の質を左右する経済的要因：コロナ前、コロナ下の研究から」  

 

◇ 真木 英明 特定非営利活動法人 フードバンクにいがた 

 

総合討論                            （20分） 

 

■閉会挨拶 子ども学科 学科長 伊藤 巨志 
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講講演演資資料料  

ポポスストトココロロナナにに向向けけたた健健康康・・食食生生活活支支援援  

 

2020 年からの世界的なコロナの流行に伴い、外食の減少のほか、所得減少などによる食生活の悪

化が明らかになっています。またウクライナ問題も絡み、食品価格は上昇しています。こうした状

況から、食の支援を必要とする人は増え続けています。 

7月 18 日（月・祝）新潟県立大学大学院棟にて、第 12回新潟人間生活学会 シンポジウム「ポス

トコロナに向けた健康・食生活支援」を開催しました。 

基調講演では、特定非営利活動法人フードバンクにいがたボランティア事務局の真木英明氏より

「フードバンク活動の現状の支援と課題」をテーマに、「食生活支援」と「食品ロス削減から環境

問題への取り組み」の２つの面を目標としたフードバンクの在り方や、フードバンクの取り組みを

持続可能にするために今何が必要とされ、一人ひとりに何ができるのか、フードバンクにいがたの

誕生から活動内容、コロナ禍での課題に至るまで詳しくお話しいただきました。 

また、パネルディスカッションでは、「フードバンク支援活動の現状と今後の展望」をテーマに、 

(株)ウオロク 飯ケ浜耕治氏、生活協同組合コープデリにいがた 佐藤寿之氏、本学健康栄養学科 玉

浦有紀講師、堀川千嘉講師をパネリストとしてそれぞれの活動事例等をご紹介いただきました。飯ヶ

浜氏には、規格外の生鮮食品をフードバンクを通して支援の必要な方に届ける取り組みについて、特

に、取り扱える食品として保存食が多い中、生鮮食品を届けるための仕組みや、こうした活動の持続

の可能性についてお話いただきました。また、佐藤氏からは、こども食堂・大学への食料提供や、家

庭で余っている食べ物を持ち寄ってもらうフードドライブ活動、あらたな取り組みとしてアルビレッ

クス新潟所属 田上大地選手発案の『ニイガタミカタプロジェクト』への支援活動についてお話をい

ただきました。加えて、玉浦講師、堀川講師からは、それぞれ大学における「食料品等の無償配布」

の実施とその意義、子どもの食事を左右する経済的要因についてお話いただきました。その後、真木

氏を加え、フードバンク支援活動の課題と今後の持続性についてご討論いただきました。最後に、本

学学生を含めた次世代を担う若者たちに向けて、「声をあげ、行動を起こすことの重要性について」

メッセージをいただき、パネルディスカッションを終了しました。 

連休最終日にお越しいただきました真木英明様、飯ケ浜耕治様、佐藤寿之様、ご参加下さいまし

た大勢の皆様、誠にありがとうございました。おかげさまで本年度の学会を盛会裏に閉幕すること

ができました。学会員一同心より御礼申し上げます。 

 

＊本シンポジウムが「NHK」の WEB NEWS で紹介されました。以下の URL から閲覧することができま

す。 

https://www3.nhk.or.jp/lnews/niigata/20220718/1030021812.html 

 

（新潟人間生活学会役員）  
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新新潟潟人人間間生生活活学学会会  会会則則  

第１章 総 則 
（名 称） 
 第 1 条  本会は「新潟人間生活学会」と称する。 
（事務局） 
 第２条  本会は、事務局を新潟県立大学 人間生活学部内に置く。 
 
第 2 章 目的および事業 
（目 的） 
 第３条  本会は、人間生活学に関する学理および応用の研究についての発表および情報の提供等を

行うことにより、人間生活学に関する研究の進歩普及を図り、もって学術の発展に寄与す

ることを目的とする。 
（事 業） 
第 4 条  本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。 
    （１）機関紙および出版物の刊行 
    （２）学術集会などの開催 
    （３）その他本会の目的達成のために必要な事業 

 
第 3 章 会 員 
（会 員） 
 第 5 条  本会の会員は次の通りとする。 
     （１）個人会員  本会の目的に賛同して入会した個人 
     （２）学生会員  本会の目的に賛同して入会した学生 
（入 会） 
 第 6 条  本会の会員になろうとするものは、当該年度の会費を添えて所定の申込書を学会長に提出

しなければならない。 
（会 費） 
 第 7 条  本会の年会費は次の通りとする（会計年度は 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする）。 
     （１）個人会員 2,000 円 
     （２）学生会員  500 円 
（退 会） 
 第 8 条  会員が退会しようとするときは、退会届を学会長に提出しなければならない。 
 
第 4 章 役員および会議 
（役 員） 
 第 9 条  本会には次の役員をおく。 
      学会長       １名（人間生活学部長） 
      副会長       ２名 
      幹事        ２名 
      監事        ２名 
     ＊顧問（指導助言を必要とした場合、学会長が委嘱） 
（役員の選任） 
第 10 条  学会長は新潟県立大学人間生活学部長とし、副会長、幹事および監事を学会長が推薦し、

総会で選任する。学会長が必要と認める場合は、総会の議を経て、業務を委嘱する委員（特

別委員）を置くことができる。 
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（役員の職務） 
第11条 学会長は、本会の業務を掌理し、本会を代表する。 
第12条 役員は、この会則に定める事項を行う他、総会の権限に定められた事項以外の事項を決

議し、執行する。 
第13条 監事は本会の業務および財産に関して監査する。 

（役員の任期） 
第14条 役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 

（編集委員） 
第15条 本会に、機関誌等の刊行を行う編集委員をおく。 
２ 編集委員は役員会の議を経て学会長が指名する。       

（会 議） 
第16条 本会は、総会、役員会および編集員会を開催する。 

（総 会） 
 第 17 条  総会は学会長が招集する。 
     （１）総会は、個人会員をもって構成する。 
     （２）総会の議長は、その総会に出席した個人会員の中から選出する。 
     （３）総会の議事は、出席役員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長の決すると

ころによる。 
 第 18 条  総会は以下の事項について議決する。 
     （１）会則の変更 
     （２）事業計画および収支予算並びにその変更 
     （３）事業報告および収支決算 
     （４）役員の選任（会長、副会長、幹事、監事） 
     （５）会費の額 

     （６）その他運営に関する重要事項 

（役員会） 

 第19条  役員会は学会長が招集する。 

     （１）役員会の議長は学会長とする。 

     （２）役員会は、役員の３分の２以上の出席がなければ議決することはできない。 

     （３）役員会の議事は、出席役員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長の決する

ところによる。 

（編集委員会） 

 第20条  編集委員会は委員長が召集する。 

（１） 編集委員会の委員長は役員会の議を経て学会長が指名する。 

（２） 編集委員会は、委員の３分の２以上の出席がなければ議決することはできない。 

（３） 編集委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長の

決するところによる。 

（顧問） 

 第21条  本会には顧問をおくことができる。 

   ２ 顧問は役員会の議を経て学会長が推薦し、総会で選任する。 

 

附 則 

 この会則は、平成21年11月から施行する。 

 この会則は、平成22年1月から改定施行する。 

 この会則は、平成23年5月から改定施行する。 

この会則は、平成31年4月から改定施行する。 

 人間生活学研究 投稿規定 

 

Ⅰ．発  行 

1． 本誌は新潟人間生活学会の学会誌であって、原則として年一回発行する。 
 

Ⅱ．受  理 

1． 本誌は人の生活に関わる分野の学

術（人間生活学）に関する研究論

文または報告（表 1）であって、他

の「学術誌等」に公表または投稿

されていない論文の投稿を受け付

ける（「学術誌等」に該当しない公

表・投稿先の例は「責任著者確認

書」の記述を参照）。 
2． 論文の種類は責任著者が指定する。

ただし編集委員会から変更を求められる場合がある。 
3． 筆頭著者および責任著者は新潟人間生活学会の会員とする。 
4． 論文の内容が人間生活学の発展に寄与するものであって、「Ⅲ．執筆要領」に沿って体裁が整っ

ており、直ちに印刷できる状態にある場合に受理する。 
5． 採否は編集委員会が決定する。ただし研究論文（査読あり）の採否は査読結果を参考とする。 
6． 査読は別に定める「投稿論文の査読に関する内規」に沿って行う。 
 

Ⅲ．執筆要領 

1． 原稿は日本語または英語

（米国）で記載する。日本

語論文の図表は英語で記載

しても良い。 
2． 原稿一編は 10 ページ程度

（14 ページ以内）とする。 
3． 研究論文の構成は原則とし

て表 2 の通りとし、研研究究論論

文文（（査査読読あありり））でではは AABBSSTTRRAACCTT

をを必必須須とする。投稿者の学

術分野によってこの構成が

なじまない場合には各学術

分野の例により記載し、参

考とした学術誌を 1 冊、投

稿時に添付すること。 
4． 報告の構成は指定しないが、

研究論文の構成に準ずるの

が望ましい。 

表1. 投稿論文の種類

内容 査読

1. 研究論文（査読あり）

Peer-reviewed Research Article

2. 研究論文（査読なし）

Reserach Article

3. 報告

Report

種類

研究論文のうち、査
読を求めないもの

独創的な研究論文

研究・調査に関する
資料や実践活動等に
関する報告

なし

あり

なし

表2. 研究論文の基本構成

準ずる項目例 内容

要旨 概ね800字以内。

キーワード 6個以内

はじめに 緒言、目的 研究の背景と目的

方法 対象と方法、
研究方法

データの収集方法、分析方法、倫理
的配慮など

結果 研究等の結果・成績

考察 結果の考察・評価・限界等

結語 結論、
おわりに

結果と考察から導き出された結論
（考察に含めても良い）

謝辞 研究協力者への謝辞、研究への助成
や便宜供与など
（該当するものが無い場合は省略）

文献 参考文献 論文中で引用した文献のリスト。

ABSTRACT 

※

項目

結果と考察

タイトル、著者、所属、本体、キー
ワードを英語で記載し、概ね250語
程度（400語以内）とする。

研究論文（査読あり）
では必須
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5． 原原稿稿のの基基本本フフォォーーママッットト（（Microsoft Word 形形式式））はは本本学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードド

すするる（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
 基本設定は下記の通り（ダウンロード用の基本フォーマットには設定済み）。ただし著著者者のの学学

術術分分野野ににおおいいてて基基本本設設定定にに従従ううここととがが不不適適当当なな場場合合ににはは投投稿稿時時にに編編集集委委員員会会ににそそのの理理由由をを申申しし

出出てて対対応応をを協協議議すするる（その学術分野では全てまたはほとんどの有力誌が 1 段組であるなど）。 

 マージンは上下左右 25mm、フッター（ページ番号）は下端から 10mm に設定する。 
 ページ中央下部にページ番号を挿入する。 
 ページ設定は、1 行 44 文字×44 行とし、要旨は左右 2 字ずつ字下げ（インテンド）する。

本文（表 2 の「はじめに」～「文献」）は 1 行 21 文字×44 行の 2 段組にする。 
 文字列の配置は両端揃えを基本とし、タイトルと著者、および本文中の見出しは中央揃

え、副見出しとキーワードは左揃えとする。 
 日本語フォントは明朝体系の等幅フォント（MS 明朝など）、英数字（アルファベットと

算用数字）のフォントは Times New Roman を基本とする。ただし、見出しと副見出しは、

日本語にはゴシック体系の等幅フォント（MS ゴシックなど）太字、英語には Arial 太字

を用いる。 
 フォントのサイズは 10pt を基本とし、タイトルは 14pt（太字）、本文中の見出しと ABS

TRACT のタイトルは 12pt、タイトルページの脚注は 9pt、図表は任意（見やすいサイズ）

とする。 
 著者とキーワードの前後は 1 行空けとし、本文中の見出し（表 2 の「はじめに」～「文

献」の前後は 0.5 行空けとする。 
 著者の所属は、著者の右上に数字を付し、タイトルページの脚注欄（テキストボックス

で作成）に記載する。また、責任著者の右肩に*マークを付け、脚注の欄にメールアドレ

スまたは連絡先住所を記載する。 
 利益相反はタイトルページの脚注欄に記入する。利益相反が無い場合は「利益相反：な

し」（英語論文では Conflict of interest: None declared ）と明記する。 
 本本文文おおよよびび図図表表のの英英数数字字はは半半角角で記載する。 
 日日本本語語文文のの句句読読点点ににはは「「、、  。。」」を用いる。 
 文献番号は引用された順に番号をつけ、引用場所の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。 
 引用文献の記載方法は下記の通りとする。下記に記載のない出版物については、学術誌

での一般的な用法による。記載例は基本フォーマットを参照（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
（一般原則） 

・著者名や編者名は 3 名まで記載し、3 名を超える場合は「、他」「, et al」と記載する。

ローマ字表記の名前は、姓、名の頭文字で記載し、頭文字にピリオドは付けない（例：

Omomo S）。 
・著者名は、日本語など漢字圏の文献では「、」で区切る。英語等ヨーロッパ言語の文献

では「, 」で区切り、and は使わない。 
・雑誌名は通用されている略語で表記し、通用されている略語がない場合には略さずに

表記する。 
・ページは略せる部分を略して表記する（例：× 101-119. ○ 101-19）。 
・英語原稿に日本語文献名の英訳を記載した場合には最後に (in Japanese)を付記する。 

（雑誌の場合） 
1) 著者名．表題．雑誌名 発行年（西暦）; 巻: 頁-頁. 
2) Author(s). Title. Journal Year; Volume: Page-Page. 

（単行本の場合） 
3) 著者名．表題．編者名、編．書名．発行所所在地：出版社、発行年（西暦）; ページ. 
4) Author (s). Title. In: Editor(s), editor(s). Book name. Place of publication: Publisher; 

Year: Page-Page. 

注：引用する章の著者名や表題が明確ではない場合は省略可。 

（ウェブサイトの場合） 
5) 著者名．資料名．URL （参照 ****年**月**日） 
6) Author(s). Title. URL (Accessed month day, year) 

 ABSTRACT の前は 2 行空ける。 
 ABSTRACT はタイトル(Times New Roman 12Ppt)、名前(Times New Roman 10pt)、所属

と責任著者連絡先(Times New Roman 10pt)、本体(概ね 250 前後、400 語以内。Times Ne
w Roman 10pt)、キーワード(見出しは Arial 10pt 太字、キーワードは Times New Roman
 10pt)の順に記載し、タイトル、名前、所属と責任著者連絡先、キーワードの前後は 1
行空ける。 

 英英語語原原稿稿やや、、日日本本語語原原稿稿のの AABBSSTTRRAACCTT はは著著者者のの責責任任ににおおいいててネネイイテティィブブ・・ススピピーーカカーーののチチ

ェェッッククをを受受けけるる。 
 
6． 研究における倫理的配慮については、「方法（あるいはそれに準ずる）」の項目において必ず下

記のいずれかの記載を行う。 

 倫理委員会等の審査（動物実験を含む）を受けて承認された研究は、その旨と承認機関

の名称、承認番号等を記載する 
 倫理的配慮等について準拠する指針がある場合は、その指針（厚生労働省が策定した医

学研究に関する指針、研究者の所属機関の倫理指針、研究者が所属する職能団体の倫理

指針など）の名称を記載する 
 倫理委員会等の審査が不要である場合は、その理由について記載する 

 

Ⅳ．投  稿 

1． 投稿に必要な様様式式はは学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードドする（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
2． 打打ちち出出しし原原稿稿 22 部部および添添付付書書類類一一式式（表紙、責任著者確認書、著作権委譲・利益相反申告書

の必要事項を記載したもの、左上綴じ）を封筒に入れて投稿する。本学会における著作権の取

り扱いについては別途記載ページを参照のこと。なお別刷りは論文一編あたり 50 部無料、それ

以上必要な場合は有料になる（印刷業者と相談）。 
3． 打打ちち出出しし原原稿稿とと添添付付書書類類一一式式はは学学会会役役員員にに提提出出すするるかか編編集集委委員員長長宛宛にに郵郵送送する。 
4． 併せて、原原稿稿とと添添付付書書類類表表紙紙のの電電子子フファァイイルルをを学学会会ままででメメーールル送信する。 

（郵送先とメールアドレスは投稿規定末尾に記載）。 
5． 原稿の電子ファイルは Microsoft Word 文書の他、文字化けを防ぐため PDF 形式を添付するのが

望ましい。 
 

Ⅴ．校  正 

1． 校正は著者の責任において、初稿、再校を原則とする。 
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 文献番号は引用された順に番号をつけ、引用場所の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。 
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では「, 」で区切り、and は使わない。 
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（ウェブサイトの場合） 
5) 著者名．資料名．URL （参照 ****年**月**日） 
6) Author(s). Title. URL (Accessed month day, year) 

 ABSTRACT の前は 2 行空ける。 
 ABSTRACT はタイトル(Times New Roman 12Ppt)、名前(Times New Roman 10pt)、所属

と責任著者連絡先(Times New Roman 10pt)、本体(概ね 250 前後、400 語以内。Times Ne
w Roman 10pt)、キーワード(見出しは Arial 10pt 太字、キーワードは Times New Roman
 10pt)の順に記載し、タイトル、名前、所属と責任著者連絡先、キーワードの前後は 1
行空ける。 

 英英語語原原稿稿やや、、日日本本語語原原稿稿のの AABBSSTTRRAACCTT はは著著者者のの責責任任ににおおいいててネネイイテティィブブ・・ススピピーーカカーーののチチ

ェェッッククをを受受けけるる。 
 
6． 研究における倫理的配慮については、「方法（あるいはそれに準ずる）」の項目において必ず下

記のいずれかの記載を行う。 

 倫理委員会等の審査（動物実験を含む）を受けて承認された研究は、その旨と承認機関

の名称、承認番号等を記載する 
 倫理的配慮等について準拠する指針がある場合は、その指針（厚生労働省が策定した医

学研究に関する指針、研究者の所属機関の倫理指針、研究者が所属する職能団体の倫理

指針など）の名称を記載する 
 倫理委員会等の審査が不要である場合は、その理由について記載する 

 

Ⅳ．投  稿 

1． 投稿に必要な様様式式はは学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードドする（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
2． 打打ちち出出しし原原稿稿 22 部部および添添付付書書類類一一式式（表紙、責任著者確認書、著作権委譲・利益相反申告書
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り扱いについては別途記載ページを参照のこと。なお別刷りは論文一編あたり 50 部無料、それ
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（郵送先とメールアドレスは投稿規定末尾に記載）。 
5． 原稿の電子ファイルは Microsoft Word 文書の他、文字化けを防ぐため PDF 形式を添付するのが
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1． 校正は著者の責任において、初稿、再校を原則とする。 



− 80− − 81−

人間生活学研究　第 14号　2023

2． 校正は原則として原稿または印刷の誤りによる語句の訂正にとどめ、大幅な加筆・修正は認め

ない。 
 
附則：本規定は令和 2 年 4 月から施行する。 

原稿の郵送先： 〒950-8680 新潟県新潟市東区海老ヶ瀬 471 
        新潟県立大学人間生活部健康栄養学科内 
        人間生活学研究編集委員長 神山 伸 
        電話 025-270-2361 

原稿電子ファイル送信先：nnsg@unii.ac.jp 

 

人人間間生生活活学学研研究究原原稿稿のの基基本本フフォォーーママッットト  

タタイイトトルル 明明朝朝 14pt、、中中央央揃揃ええ 
 

人間太郎 1*、生活花子 2、名前欄は中央揃え、明朝 12pt、上下に 1 行開ける 

 
要旨は概ね 800 字以内で記載する。ページ設定は 44 字×44 行。要旨とキーワードは両

端揃え左右 2 字ずつ文字下げ（インテンド）。構造化抄録（目的、方法などの見出しが入る

抄録）の場合は見出しの前で改行し、左揃え。非構造化抄録（見出しが入らない抄録）の

場合は、文頭および各段落の冒頭を１字下げする。要旨の見出しはゴシック 10pt 太字、文

章は明朝 10pt。いずれも等幅フォントを用いる。ただし文中の英数字（アルファベットと

算用数字）は半角で記載し、Times New Roman に設定する。日本文の句読点は「、。」とす

る（本文も同様）。英語論文の場合、原稿全体にわたってフォントは明朝を Times New Roman
に、ゴシックを Arial に読み替える。  

 
キキーーワワーードド：： 上下に 1 行空ける、6 個以内、読点で区切る 

 

ははじじめめにに  

 本文セクションは 2 段組 21 字×44 行に設定。 
本文の見出しは中央揃え、ゴシック 12pt、上

下は段落設定により半行ずつ開ける。 
本文の文章は両端揃え、日本語は明朝 10pt、

英数字は半角で Times New Roman。 
文献番号は引用した順番につける。引用場所

の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。  

方方法法  

  
 
統統計計学学的的分分析析  

副見出しはゴシック 10pt 太字で左揃え。 
なお統計学的分析を行った研究では、副出し

をつけて記載するのが望ましい。 

結結果果  

 図表は英語でも良い。 
図中の文字フォントは指定しないが、図のタ

イトルや説明は明朝（英数字は Times New 

Roman）とする。 
 表は明朝体とTimes New Romanを基本とする。 

考考察察  

「結果と考察」とすることが一般的な研究分

野では両者をまとめても良い。 

結結語語  

 結果と考察を踏まえて得られた論文の結論を

記載する。結語に相当する段落を考察の最後に

記載した場合、本セクションは省略可。 

謝謝辞辞  

 研究への協力や、助成金、資料等の提供があ

った場合に記載する。該当するものがなければ

省略。 

文文献献  

1) 佐藤恵美子、中野恵利子、筒井和美．ゴマ豆

腐の破断特性およびテクスチャーに及ぼす

澱粉の種類の影響．人間生活学研究 2010; 1: 
1-10. 

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 2 新潟県立大学人間生活学部健康栄養学科 

* 責任著者 連絡先：nnsg@unii.ac.jp 

利益相反：なし  注：脚注の下端は余白に合わせ、行数が足りない場合はテキストボ

ックスを上に拡げること。この注釈ボックスは削除すること。
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2． 校正は原則として原稿または印刷の誤りによる語句の訂正にとどめ、大幅な加筆・修正は認め
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私（氏名：楷書または印刷）                 は上記について確認しました。 

 

日付 
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著著作作権権委委譲譲・・利利益益相相反反申申告告書書（（全全著著者者用用））  

 
論文名：                                           

全ての著者は下記の該当項目にチェックし、署名して責任著者に提出して下さい。 
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本学会における著作権の取り扱いについて 

本学会では論文等の学会誌への掲載にあたり、全著者に対して著作権の委譲を求めています。

その理由は大きく下記の 4 点に集約されます。  

1) 学会誌への掲載やオンライン公開にあたって、内容の変更を伴わないレイアウト等の修正が必

要となった場合に、著者へ確認を求める手続きを省く。 

2) 新潟県立大学学術リポジトリや種々の検索サービス等において論文が公開される場合に、著者

へ の確認なしに学会で公開の可否を判断できるようにする。  

3) 本誌や他誌のレビュー論文等において図表の引用が求められた場合に、学会において判断を 

行えるようにする。  

4) その他、現在想定していない目的のために著作権の行使が必要となった場合に、学会での対応

を可能にする。  

 本学会では本誌掲載論文が広く公開されて活用されることを望んでいます。委譲された著作権は

その目的のために使用されるものであり、下記のような行為を制限する物ではありません。 

 

・印刷された論文の複写物やリポジトリ等で公開された電子ファイルを、非営利的な研究紹介の

ために配付する。 

 

・著者が所属機関のリポジトリ等で公開する。 

 

・著者が研究報告書等に論文の全体または一部を引用する(引用先における二重投稿の規定に抵触

しない場合に限る)。  

 

 本学会が保持する著作権は学会誌やリポジトリにおいて学会が公開する著作物についてのみで

あり、著作の基となったデータについては全ての権利が著者に保持されます。よって、本誌に掲

載された集計結果を異なる形で著者が作図・作表して公表することについては、公表先の二重投

稿規定に反しない限り、これを妨げるものではありません。 

 

 以上のような事情をご勘案いただき、投稿においては著作権を学会に委譲していただきたく、

著者諸氏のご配慮をお願いいたします。また、本学会では本誌の掲載論文を積極的に公開してま

いりたいと考えており、著者諸氏におかれましても、掲載論文の積極的なご活用をお願いいたし

ます。 

- 1 -

投投稿稿論論文文のの査査読読にに関関すするる内内規規 

 

 本内規は、「人間生活学研究」投稿要領に基づいて、投稿された研究論文の原稿の査読

に関する審査内規として定める。 

 

第１条 編集委員会は、新潟人間生活学会員と外部の人間生活学研究に携わる者の中から 
       投稿論文を審査するにふさわしい者を複数名選出する。 

第２条 編集委員長は、投稿論文の審査にあたり審査者として推薦された者に、審査依頼 

   する。 

第３条 各論文は審査者により審査される。 

第４条 審査の基準は、次の４段階に評価される。 

        「採択」 

        「条件付き採択」 
    「要再審査」 

        「不採択」 

第５条  審査者は、上記の評価とともに、審査論文の不備・指摘点を記述し、期日内に 

編集委員会に提出する。 

第６条  編集委員会は、審査結果をふまえ論文の掲載を決定する。なお、「条件付き採択」

と評価された論文は、修正稿の確認を審査者に依頼する場合がある。「要再審査」

と評価された論文は、審査者に再審査を依頼する。投稿者に審査者の指摘点が記述

された審査用紙を配布し、投稿者は期日までに修正し再度提出する。その際、指摘

点をどのように修正したか各指摘に対する対応の一覧を作成し、論文とともに提出

する。 

第７条 編集委員長は、対応の一覧を添付し修正論文の再審査を審査者に依頼をする。 

第８条 編集委員会は、再審査の結果をふまえ、掲載を決定する。 

 

付則 １．審査規定の改定は、編集委員会の議を経て新潟人間生活学会総会において決議 

される。 

      ２．本規定は 2015 年 5 月 1 日より実施する。 
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本学会における著作権の取り扱いについて 

本学会では論文等の学会誌への掲載にあたり、全著者に対して著作権の委譲を求めています。
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を可能にする。  

 本学会では本誌掲載論文が広く公開されて活用されることを望んでいます。委譲された著作権は

その目的のために使用されるものであり、下記のような行為を制限する物ではありません。 

 

・印刷された論文の複写物やリポジトリ等で公開された電子ファイルを、非営利的な研究紹介の

ために配付する。 

 

・著者が所属機関のリポジトリ等で公開する。 

 

・著者が研究報告書等に論文の全体または一部を引用する(引用先における二重投稿の規定に抵触

しない場合に限る)。  

 

 本学会が保持する著作権は学会誌やリポジトリにおいて学会が公開する著作物についてのみで

あり、著作の基となったデータについては全ての権利が著者に保持されます。よって、本誌に掲

載された集計結果を異なる形で著者が作図・作表して公表することについては、公表先の二重投

稿規定に反しない限り、これを妨げるものではありません。 

 

 以上のような事情をご勘案いただき、投稿においては著作権を学会に委譲していただきたく、

著者諸氏のご配慮をお願いいたします。また、本学会では本誌の掲載論文を積極的に公開してま

いりたいと考えており、著者諸氏におかれましても、掲載論文の積極的なご活用をお願いいたし

ます。 
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と評価された論文は、審査者に再審査を依頼する。投稿者に審査者の指摘点が記述

された審査用紙を配布し、投稿者は期日までに修正し再度提出する。その際、指摘

点をどのように修正したか各指摘に対する対応の一覧を作成し、論文とともに提出

する。 

第７条 編集委員長は、対応の一覧を添付し修正論文の再審査を審査者に依頼をする。 

第８条 編集委員会は、再審査の結果をふまえ、掲載を決定する。 
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人間生活学研究　第 14号　2023

編編  集集  後後  記記  

2022（令和 4）年 7 月に、新潟人間生活学会の第 12 回大会が対面にて開催されま

した。昨年度はオンライン開催、一昨年度は開催そのものが中止されましたので、3
年ぶりの対面による大会となりました。 
人間生活学研究第 14 号は、査読有り論文が 2 編、査読なし論文 1 編の計 3 編の論

文を掲載することができました。昨年度は、査読有り論文の投稿そのものがありませ

んでしたので、久しぶりに査読有り・査読なし論文ともに揃ったことになります。第

12 回大会の基調講演とパネルディスカッションの内容についても掲載しましたの

で、ご確認いただけますと幸いです。ご投稿くださいました著者の皆様に心より感謝

を申し上げます。ありがとうございました。 
 本誌は人間生活に関するさまざまな研究活動を社会へ発信する場となっておりま

す。人間生活の多様な分野の研究について原稿を受け付けておりますので、積極的な

ご投稿をお待ちしております。本誌をぜひ、皆様の研究報告や教育・実践活動の紹介

の場としてご活用ください。 
今後とも皆様のご理解とご支援を賜りますよう何卒よろしくお願い申し上げます。 

 （植木 信一） 
 

編編  集集  委委  員員(五十音順) 
植木 信一（委員長） 神谷 睦代 
 神山 伸       西村 愛 
 永野 忠聖      堀川 千嘉 

 

新新潟潟人人間間生生活活学学会会  人人間間生生活活学学研研究究  第第 1144 号号  

 ＩＳＳＮ 1884-8591 

 2023（令和 5）年 3 月 8 日印刷 

 2023（令和 5）年 3 月 8 日発行 

        発   行 新潟人間生活学会 
              代表 田村 朝子 

        発 行 所 新潟県立大学内 
新潟市東区海老ケ瀬 471      

        印 刷 所 (株) ウィザップ 
              新潟市中央区南出来島 2 丁目 1-25 



THE BULLETIN OF SOCIETY FOR HUMAN LIFE STUDIES 
No.14（2023） 
CONTENTS 

 

Peer-reviewed Research Article 
1．Changes in communication style of young people in COVID-19 pandemic: A trial to comprehend from free 

answered question and the emotional words with changes. 
 

Takeshi Fujiwara  ············  1 
 

2．Current Status and Issues of Community Comprehensive Support Centers for Fidelity 
Guarantees (Mimoto-Hosho) of Elderly Households without Relatives 

Kaoru Ozawa, Ken Nakamura, Hideaki Sugai  ············ 11 

 
 

Research Article 
3．Investigative research on the understanding of the three parties and their relationship;“law of conservation of 

mass”,“Archimedes principle（buoyancy）”,“density” 

Yutaka Saito  ············ 21 

 
 
 
 

ＩＳＳＮ 1884 - 8591 
 

 

 

 

人人間間生生活活学学研研究究  
 

 

TTHHEE  BBUULLLLEETTIINN  

OOFF  

SSOOCCIIEETTYY  FFOORR  HHUUMMAANN  LLIIFFEE  SSTTUUDDIIEESS  

  

第第 1144 号号  

NNoo..  1144  

  

令令和和 55 年年（（22002233））  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新新潟潟人人間間生生活活学学会会  

 
Society for Human Life Studies of Niigata 

 
 
 

新
潟
人
間
生
活
学
会

令
和
五
年
三
月

人
間
生
活
学
研
究
　
第
十
四
号


